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議案第３０号  

羽生市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及

び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例  

 羽生市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準を定める条例（平成２５年条例第５号）の一部を次のように改

正する｡  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

（１）  改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するとき

は、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２）  改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３）  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

改  正  後  改  正  前  

目次  目次  

第１章～第１０章  （略）  第１章～第１０章  （略）  

第 １ １ 章  雑則 （第 ２ ３ ０ 条 ・第

２３１条）  

 

附則  附則  

（ 指定地 域密着 型サ ービス の事業

の一般原則）  

（ 指定地 域密着 型サ ービス の事業

の一般原則）  

第３条  （略）  第３条  （略）  

２  （略）  ２  （略）  

３  指定地域密着型サービス事業者

は 、利用 者の人 権の 擁護、 虐待の

防 止等の ため、 必要 な体制 の整備

を 行うと ともに 、そ の従業 者に対

し 、研修 を実施 する 等の措 置を講

じなければならない。  

 

４  指定地域密着型サービス事業者

は 、指定 地域密 着型 サービ スを提

供 するに 当たっ ては 、法第 １１８

条 の２第 １項に 規定 する介 護保険
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等 関連情 報その 他必 要な情 報を活

用 し、適 切かつ 有効 に行う よう努

めなければならない。  

（ 定期巡 回・随 時対 応型訪 問介護

看護従業者の員数）  

（ 定期巡 回・随 時対 応型訪 問介護

看護従業者の員数）  

第６条  （略）  第６条  （略）  

２～４  （略）  ２～４  （略）  

５  指定定期巡回・随時対応型訪問

介 護看護 事業所 の同 一敷地 内に次

に 掲げる いずれ かの 施設等 がある

場 合にお いて、 当該 施設等 の入所

者 等の処 遇に支 障が ない場 合は、

前 項本文 の規定 にか かわら ず、当

該 施設等 の職員 をオ ペレー ターと

して充てることができる。  

５  指定定期巡回・随時対応型訪問

介 護看護 事業所 の同 一敷地 内に次

の 各号に 掲げる いず れかの 施設等

が ある場 合にお いて 、当該 施設等

の 入所者 等の処 遇に 支障が ない場

合 は、前 項本文 の規 定にか かわら

ず 、当該 施設等 の職 員をオ ペレー

ターとして充てることができる。  

（ １）  指定短 期入 所生活 介護事

業 所 （ 指 定 居 宅 サ ー ビ ス 等 基 準

第 １ ２ １ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 指

定 短 期 入 所 生 活 介 護 事 業 所 を い

う 。 第 ４ ７ 条 第 ４ 項 第 １ 号 及 び

第 １ ７ ８ 条 第 １ ２ 項 に お い て 同

じ。）  

（ １）  指定短 期入 所生活 介護事

業 所 （ 指 定 居 宅 サ ー ビ ス 等 基 準

第 １ ２ １ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 指

定 短 期 入 所 生 活 介 護 事 業 所 を い

う 。 第 １ ７ ８ 条 第 １ ２ 項 に お い

て同じ。）  

（ ２）  指定短 期入 所療養 介護事

業 所 （ 指 定 居 宅 サ ー ビ ス 等 基 準

第 １ ４ ２ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 指

定 短 期 入 所 療 養 介 護 事 業 所 を い

う 。 第 ４ ７ 条 第 ４ 項 第 ２ 号 に お

いて同じ。）  

（ ２）  指定短 期入 所療養 介護事

業 所 （ 指 定 居 宅 サ ー ビ ス 等 基 準

第 １ ４ ２ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 指

定 短 期 入 所 療 養 介 護 事 業 所 を い

う。）  

（ ３）  指定特 定施 設（指 定居宅

サ ー ビ ス 等 基 準 第 １ ７ ４ 条 第 １

項 に 規 定 す る 指 定 特 定 施 設 を い

う 。 第 ４ ７ 条 第 ４ 項 第 ３ 号 に お

いて同じ。）  

（ ３）  指定特 定施 設（指 定居宅

サ ー ビ ス 等 基 準 第 １ ７ ４ 条 第 １

項 に 規 定 す る 指 定 特 定 施 設 を い

う。）  

（ ４）  指定小 規模 多機能 型居宅

介 護 事 業 所 （ 第 １ １ １ 条 第 １ 項

に 規 定 す る 指 定 小 規 模 多 機 能 型

居 宅 介 護 事 業 所 を い う 。 第 ４ ７

条第４項第４号において同じ。）  

（ ４）  指定小 規模 多機能 型居宅

介 護 事 業 所 （ 第 １ １ １ 条 第 １ 項

に 規 定 す る 指 定 小 規 模 多 機 能 型

居宅介護事業所をいう。）  

（ ５）  指定認 知症 対応型 共同生

活 介 護 事 業 所 （ 第 １ ３ ８ 条 第 １

項 に 規 定 す る 指 定 認 知 症 対 応 型

共 同 生 活 介 護 事 業 所 を い う 。 第

（ ５）  指定認 知症 対応型 共同生

活 介 護 事 業 所 （ 第 １ ３ ８ 条 第 １

項 に 規 定 す る 指 定 認 知 症 対 応 型

共 同 生 活 介 護 事 業 所 を い う 。 第
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４ ７ 条 第 ４ 項 第 ５ 号 、 第 １ ０ １

条第１項、第１０２条、第１１１

条 第 ６ 項 、 第 １ １ ２ 条 第 ３ 項 及

び第１１３条において同じ。）  

１ ０ １ 条 第 １ 項 、 第 １ ０ ２ 条 、

第 １ １ １ 条 第 ６ 項 、 第 １ １ ２ 条

第 ３ 項 及 び 第 １ １ ３ 条 に お い て

同じ。）  

（ ６）  指定地 域密 着型特 定施設

（ 第 １ ５ ７ 条 第 １ 項 に 規 定 す る

指 定 地 域 密 着 型 特 定 施 設 を い

う 。 第 ４ ７ 条 第 ４ 項 第 ６ 号 、 第

１ ０ １ 条 第 １ 項 、 第 １ ０ ２ 条 第

１ 項 及 び 第 １ １ １ 条 第 ６ 項 に お

いて同じ。）  

（ ６）  指定地 域密 着型特 定施設

（ 第 １ ５ ７ 条 第 １ 項 に 規 定 す る

指 定 地 域 密 着 型 特 定 施 設 を い

う。第１０１条第１項、第１０２

条 第 １ 項 及 び 第 １ １ １ 条 第 ６ 項

において同じ。）  

（ ７）  指定地 域密 着型介 護老人

福 祉 施 設 （ 第 １ ７ ７ 条 第 １ 項 に

規 定 す る 指 定 地 域 密 着 型 介 護 老

人 福 祉 施 設 を い う 。 第 ４ ７ 条 第

４ 項 第 ７ 号 、 第 １ ０ １ 条 第 １

項 、 第 １ ０ ２ 条 第 １ 項 及 び 第

１１１条第６項において同じ。）  

（ ７）  指定地 域密 着型介 護老人

福 祉 施 設 （ 第 １ ７ ７ 条 第 １ 項 に

規 定 す る 指 定 地 域 密 着 型 介 護 老

人 福 祉 施 設 を い う 。 第 １ ０ １ 条

第 １ 項 、 第 １ ０ ２ 条 第 １ 項 及 び

第 １ １ １ 条 第 ６ 項 に お い て 同

じ。）  

（ ８）  指定看 護小 規模多 機能型

居 宅 介 護 事 業 所 （ 第 ２ １ ８ 条 第

１ 項 に 規 定 す る 指 定 看 護 小 規 模

多 機 能 型 居 宅 介 護 事 業 所 を い

う 。 第 ４ ７ 条 第 ４ 項 第 ８ 号 及 び

第 ６ 章 か ら 第 ９ 章 ま で に お い て

同じ。）  

（ ８）  指定看 護小 規模多 機能型

居 宅 介 護 事 業 所 （ 第 ２ １ ８ 条 第

１ 項 に 規 定 す る 指 定 看 護 小 規 模

多 機 能 型 居 宅 介 護 事 業 所 を い

う 。 第 ６ 章 か ら 第 ９ 章 ま で に お

いて同じ。）  

（９）～（１２）  （略）  （９）～（１２）  （略）  

６～１２  （略）  ６～１２  （略）  

（運営規程）  （運営規程）  

第３１条  指定定期巡回・随時対応

型 訪問介 護看護 事業 者は、 指定定

期 巡回・ 随時対 応型 訪問介 護看護

事 業所ご とに、 次に 掲げる 事業の

運 営につ いての 重要 事項に 関する

規 程（以 下この 章に おいて 「運営

規程」という。）を定めておかなけ

ればならない。  

第３１条  指定定期巡回・随時対応

型 訪問介 護看護 事業 者は、 指定定

期 巡回・ 随時対 応型 訪問介 護看護

事 業所ご とに、 次に 掲げる 事業の

運 営につ いての 重要 事項に 関する

規 程（以 下この 章に おいて 「運営

規程」という。）を定めておかなけ

ればならない。  

（１）～（７）  （略）  （１）～（７）  （略）  

（ ８）  虐待の 防止 のため の措置

に関する事項  

 

（９）  （略）  （８）  （略）  

（勤務体制の確保等）  （勤務体制の確保等）  
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第３２条  （略）  第３２条  （略）  

２～４  （略）  ２～４  （略）  

５  指定定期巡回・随時対応型訪問

介 護看護 事業者 は、 適切な 指定定

期 巡回・ 随時対 応型 訪問介 護看護

の 提供を 確保す る観 点から 、職場

に おいて 行われ る性 的な言 動又は

優 越的な 関係を 背景 とした 言動で

あ って業 務上必 要か つ相当 な範囲

を 超えた ものに より 定期巡 回・随

時 対応型 訪問介 護看 護従業 者の就

業 環境が 害され るこ とを防 止する

た めの方 針の明 確化 等の必 要な措

置を講じなければならない。  

 

（業務継続計画の策定等）  

第３２条の２  指定定期巡回・随時

対 応型訪 問介護 看護 事業者 は、感

染 症 や 非 常 災 害 の 発 生 時 に お い

て 、 利 用 者 に 対 す る 指 定 定 期 巡

回 ・随時 対応型 訪問 介護看 護の提

供 を継続 的に実 施す るため の、及

び 非常時 の体制 で早 期の業 務再開

を 図るた めの計 画（ 以下「 業務継

続計画」という。）を策定し、当該

業 務継続 計画に 従い 必要な 措置を

講じなければならない。  

２  指定定期巡回・随時対応型訪問

介 護看護 事業者 は、 定期巡 回・随

時 対応型 訪問介 護看 護従業 者に対

し 、業務 継続計 画に ついて 周知す

る ととも に、必 要な 研修及 び訓練

を 定期的 に実施 しな ければ ならな

い。  

３  指定定期巡回・随時対応型訪問

介 護看護 事業者 は、 定期的 に業務

継 続計画 の見直 しを 行い、 必要に

応 じて業 務継続 計画 の変更 を行う

ものとする。  

 

（衛生管理等）  （衛生管理等）  

第３３条  （略）  第３３条  （略）  

２  （略）  ２  （略）  

３  指定定期巡回・随時対応型訪問  
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介 護看護 事業者 は、 当該指 定定期

巡 回・随 時対応 型訪 問介護 看護事

業 所にお いて感 染症 が発生 し、又

は まん延 しない よう に、次 に掲げ

る措置を講じなければならない。  

（ １）  当該指 定定 期巡回 ・随時

対 応 型 訪 問 介 護 看 護 事 業 所 に お

け る 感 染 症 の 予 防 及 び ま ん 延 の

防 止 の た め の 対 策 を 検 討 す る 委

員 会 （ テ レ ビ 電 話 装 置 そ の 他 の

情 報 通 信 機 器 （ 以 下 「 テ レ ビ 電

話装置等」という。）を活用して

行うことができるものとする。）

を お お む ね ６ か 月 に １ 回 以 上 開

催 す る と と も に 、 そ の 結 果 に つ

い て 、 定 期 巡 回 ・ 随 時 対 応 型 訪

問 介 護 看 護 従 業 者 に 周 知 徹 底 を

図ること。  

（ ２）  当該指 定定 期巡回 ・随時

対 応 型 訪 問 介 護 看 護 事 業 所 に お

け る 感 染 症 の 予 防 及 び ま ん 延 の

防 止 の た め の 指 針 を 整 備 す る こ

と。  

（ ３）  当該指 定定 期巡回 ・随時

対 応 型 訪 問 介 護 看 護 事 業 所 に お

い て 、 定 期 巡 回 ・ 随 時 対 応 型 訪

問 介 護 看 護 従 業 者 に 対 し 、 感 染

症 の 予 防 及 び ま ん 延 の 防 止 の た

め の 研 修 及 び 訓 練 を 定 期 的 に 実

施すること。  

（掲示）  （掲示）  

第３４条  （略）  第３４条  （略）  

２  指定定期巡回・随時対応型訪問

介 護看護 事業者 は、 前項に 規定す

る 事項を 記載し た書 面を当 該指定

定 期巡回 ・随時 対応 型訪問 介護看

護 事業所 に備え 付け 、かつ 、これ

を いつで も関係 者に 自由に 閲覧さ

せ ること により 、同 項の規 定によ

る掲示に代えることができる。  

 

（地域との連携等）  （地域との連携等）  

第３９条  指定定期巡回・随時対応 第３９条  指定定期巡回・随時対応
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型 訪問介 護看護 事業 者は、 指定定

期 巡回・ 随時対 応型 訪問介 護看護

の 提供に 当たっ ては 、利用 者、利

用 者の家 族、地 域住 民の代 表者、

地 域の医 療関係 者、 市の職 員又は

当 該指定 定期巡 回・ 随時対 応型訪

問 介護看 護事業 所が 所在す る区域

を 管轄す る法第 １１ ５条の ４６第

１ 項に規 定する 地域 包括支 援セン

タ ーの職 員、定 期巡 回・随 時対応

型 訪問介 護看護 につ いて知 見を有

す る者等 により 構成 される 協議会

（ テレビ 電話装 置等 を活用 して行

う ことが できる もの とする 。ただ

し 、 利 用 者 又 は そ の 家 族 （ 以 下

こ の 項 、 第 ７ ５ 条 第 １ 項 及 び 第

１ １６条 におい て「 利用者 等」と

い う 。） が 参 加 す る 場 合 に あ っ て

は 、テレ ビ電話 装置 等の活 用につ

い て当該 利用者 等の 同意を 得たも

の に 限 る 。 以 下 こ の 項 に お い て

「 介護・ 医療連 携推 進会議 」とい

う。）を設置し、おおむね６か月に

１ 回以上 、介護 ・医 療連携 推進会

議 に対し て指定 定期 巡回・ 随時対

応 型訪問 介護看 護の 提供状 況等を

報 告し、 介護・ 医療 連携推 進会議

に よる評 価を受 ける ととも に、介

護 ・医療 連携推 進会 議から 必要な

要 望、助 言等を 聴く 機会を 設けな

ければならない。  

型 訪問介 護看護 事業 者は、 指定定

期 巡回・ 随時対 応型 訪問介 護看護

の 提供に 当たっ ては 、利用 者、利

用 者の家 族、地 域住 民の代 表者、

地 域の医 療関係 者、 市の職 員又は

当 該指定 定期巡 回・ 随時対 応型訪

問 介護看 護事業 所が 所在す る区域

を 管轄す る法第 １１ ５条の ４６第

１ 項に規 定する 地域 包括支 援セン

タ ーの職 員、定 期巡 回・随 時対応

型 訪問介 護看護 につ いて知 見を有

す る者等 により 構成 される 協議会

（ 以下こ の項に おい て「介 護・医

療連携推進会議」という。）を設置

し 、おお むね６ か月 に１回 以上、

介 護・医 療連携 推進 会議に 対し て

指 定定期 巡回・ 随時 対応型 訪問介

護 看護の 提供状 況等 を報告 し、介

護 ・医療 連携推 進会 議によ る評価

を 受ける ととも に、 介護・ 医療連

携 推進会 議から 必要 な要望 、助言

等 を聴く 機会を 設け なけれ ばなら

ない。  

２～４  （略）  ２～４  （略）  

（事故発生時の対応）  （事故発生時の対応）  

第４０条  （略）  第４０条  （略）  

（虐待の防止）  

第４０条の２  指定定期巡回・随時

対 応型訪 問介護 看護 事業者 は、虐

待 の発生 又はそ の再 発を防 止する

た め、次 に掲げ る措 置を講 じなけ

ればならない。  

（ １）  当該指 定定 期巡回 ・随時

対 応 型 訪 問 介 護 看 護 事 業 所 に お

け る 虐 待 の 防 止 の た め の 対 策 を
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検 討 す る 委 員 会 （ テ レ ビ 電 話 装

置 等 を 活 用 し て 行 う こ と が で き

るものとする。）を定期的に開催

す る と と も に 、 そ の 結 果 に つ い

て 、 定 期 巡 回 ・ 随 時 対 応 型 訪 問

介 護 看 護 従 業 者 に 周 知 徹 底 を 図

ること。  

（ ２）  当該指 定定 期巡回 ・随時

対 応 型 訪 問 介 護 看 護 事 業 所 に お

け る 虐 待 の 防 止 の た め の 指 針 を

整備すること。  

（ ３）  当該指 定定 期巡回 ・随時

対 応 型 訪 問 介 護 看 護 事 業 所 に お

い て 、 定 期 巡 回 ・ 随 時 対 応 型 訪

問 介 護 看 護 従 業 者 に 対 し 、 虐 待

の 防 止 の た め の 研 修 を 定 期 的 に

実施すること。  

（ ４）  前３号 に掲 げる措 置を適

切 に 実 施 す る た め の 担 当 者 を 置

くこと。  

（訪問介護員等の員数）  （訪問介護員等の員数）  

第４７条  指定夜間対応型訪問介護

の 事業を 行う者 （以 下「指 定夜間

対応型訪問介護事業者」という。）

が 当 該 事 業 を 行 う 事 業 所 （ 以 下

「 指 定 夜 間 対 応 型 訪 問 介 護 事 業

所」という。）ごとに置くべき従業

者 （以下 「夜間 対応 型訪問 介護従

業 者 」 と い う 。） の 職 種 及 び 員 数

は 、次の とおり とす る。た だし、

前 条第２ 項ただ し書 の規定 に基づ

き オペレ ーショ ンセ ンター を設置

し ない場 合にお いて は、オ ペレー

シ ョンセ ンター 従業 者を置 かない

ことができる。  

第４７条  指定夜間対応型訪問介護

の 事業を 行う者 （以 下「指 定夜間

対応型訪問介護事業者」という。）

が 当 該 事 業 を 行 う 事 業 所 （ 以 下

「 指 定 夜 間 対 応 型 訪 問 介 護 事 業

所」という。）ごとに置くべき従業

者 （以下 「夜間 対応 型訪問 介護従

業 者 」 と い う 。） の 職 種 及 び 員 数

は 、次の とおり とす る。た だし、

前 条第２ 項ただ し書 の規定 に基づ

き オペレ ーショ ンセ ンター を設置

し ない場 合にお いて は、オ ペレー

シ ョンセ ンター 従業 者を置 かない

ことができる。  

（ １）  オペレ ーシ ョンセ ンター

従 業 者  オ ペ レ ー タ ー （ 指 定 夜

間 対 応 型 訪 問 介 護 を 提 供 す る 時

間 帯 を 通 じ て 利 用 者 か ら の 通 報

を 受 け 付 け る 業 務 に 当 た る 従 業

者 を い う 。 以 下 こ の 章 に お い て

同じ。）として１以上及び利用者

の 面 接 そ の 他 の 業 務 を 行 う 者 と

（ １）  オペレ ーシ ョンセ ンター

従 業 者  オ ペ レ ー タ ー （ 指 定 夜

間 対 応 型 訪 問 介 護 を 提 供 す る 時

間 帯 を 通 じ て 専 ら 利 用 者 か ら の

通 報 を 受 け 付 け る 業 務 に 当 た る

従 業 者 を い う 。 以 下 こ の 章 に お

いて同じ。）として１以上及び利

用 者 の 面 接 そ の 他 の 業 務 を 行 う
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し て １ 以 上 確 保 さ れ る た め に 必

要な数以上  

者 と し て １ 以 上 確 保 さ れ る た め

に 必 要 な 数 以 上 と す る 。 た だ

し 、 利 用 者 の 処 遇 に 支 障 が な い

場 合 は 、 オ ペ レ ー タ ー は 、 当 該

夜 間 対 応 型 訪 問 介 護 事 業 所 の 定

期 巡 回 サ ー ビ ス 、 同 一 敷 地 内 の

指 定 訪 問 介 護 事 業 所 若 し く は 指

定 定 期 巡 回 ・ 随 時 対 応 型 訪 問 介

護 看 護 事 業 所 の 職 務 又 は 利 用 者

以 外 の 者 か ら の 通 報 を 受 け 付 け

る 業 務 に 従 事 す る こ と が で き

る。  

（ ２）  定期巡 回サ ービス を行う

訪 問 介 護 員 等  定 期 巡 回 サ ー ビ

ス を 行 う 訪 問 介 護 員 等 の 員 数

は 、 交 通 事 情 、 訪 問 頻 度 等 を 勘

案 し 、 利 用 者 に 適 切 に 定 期 巡 回

サ ー ビ ス を 提 供 す る た め に 必 要

な数以上  

（ ２）  定期巡 回サ ービス を行う

訪 問 介 護 員 等  定 期 巡 回 サ ー ビ

ス を 行 う 訪 問 介 護 員 等 の 員 数

は 、 交 通 事 情 、 訪 問 頻 度 等 を 勘

案 し 、 利 用 者 に 適 切 に 定 期 巡 回

サ ー ビ ス を 提 供 す る た め に 必 要

な数以上とする。  

（ ３）  随時訪 問サ ービス を行う

訪 問 介 護 員 等  随 時 訪 問 サ ー ビ

ス を 行 う 訪 問 介 護 員 等 の 員 数

は 、 指 定 夜 間 対 応 型 訪 問 介 護 を

提 供 す る 時 間 帯 を 通 じ て 随 時 訪

問 サ ー ビ ス の 提 供 に 当 た る 訪 問

介 護 員 等 が １ 以 上 確 保 さ れ る た

めに必要な数以上  

（ ３）  随時訪 問サ ービス を行う

訪 問 介 護 員 等  随 時 訪 問 サ ー ビ

ス を 行 う 訪 問 介 護 員 等 の 員 数

は 、 指 定 夜 間 対 応 型 訪 問 介 護 を

提 供 す る 時 間 帯 を 通 じ て 専 ら 随

時 訪 問 サ ー ビ ス の 提 供 に 当 た る

訪 問 介 護 員 等 が １ 以 上 確 保 さ れ

る た め に 必 要 な 数 以 上 と す る 。

た だ し 、 利 用 者 の 処 遇 に 支 障 が

な い 場 合 は 、 当 該 夜 間 対 応 型 訪

問 介 護 事 業 所 の 定 期 巡 回 サ ー ビ

ス 又 は 同 一 敷 地 内 に あ る 指 定 訪

問 介 護 事 業 所 若 し く は 指 定 定 期

巡 回 ・ 随 時 対 応 型 訪 問 介 護 看 護

事 業 所 の 職 務 に 従 事 す る こ と が

できる。  

２  （略）  ２  （略）  

３  オペレーターは専らその職務に

従 事する 者でな けれ ばなら ない。

た だし、 利用者 の処 遇に支 障がな

い 場合は 、当該 夜間 対応型 訪問介

護 事業所 の定期 巡回 サービ ス、同

一 敷地内 の指定 訪問 介護事 業所若

し くは指 定定期 巡回 ・随時 対応型
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訪 問介護 看護事 業所 の職務 又は利

用 者以外 の者か らの 通報を 受け付

け る 業 務 に 従 事 す る こ と が で き

る。  

４  指定夜間対応型訪問介護事業所

の 同一敷 地内に 次に 掲げる いずれ

か の施設 等があ る場 合にお いて、

当 該施設 等の入 所者 等の処 遇に支

障 がない 場合は 、前 項本文 の規定

に かかわ らず、 当該 施設等 の職員

を オペレ ーター とし て充て ること

ができる。  

（ １）  指定短 期入 所生活 介護事

業所  

（ ２）  指定短 期入 所療養 介護事

業所  

（３）  指定特定施設  

（ ４）  指定小 規模 多機能 型居宅

介護事業所  

（ ５）  指定認 知症 対応型 共同生

活介護事業所  

（６）  指定地域密着型特定施設  

（ ７）  指定地 域密 着型介 護老人

福祉施設  

（ ８）  指定看 護小 規模多 機能型

居宅介護事業所  

（９）  指定介護老人福祉施設  

（１０）  介護老人保健施設  

（ １１）  指定 介護 療養型 医療施

設  

（１２）  介護医療院  

 

５  随時訪問サービスを行う訪問介

護 員等は 、専ら 当該 随時訪 問サー

ビ スの提 供に当 たる 者でな ければ

な らない 。ただ し、 利用者 の処遇

に 支障が ない場 合は 、当該 夜間対

応 型訪問 介護事 業所 の定期 巡回サ

ー ビス又 は同一 敷地 内にあ る指定

訪 問介護 事業所 若し くは指 定定期

巡 回・随 時対応 型訪 問介護 看護事

業 所の職 務に従 事す ること ができ

る。  

 

６  当該夜間対応型訪問介護事業所  
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の 利用者 に対す るオ ペレー ション

セ ンター サービ スの 提供に 支障が

な い場合 は、第 ３項 本文及 び前項

本 文の規 定にか かわ らず、 オペレ

ー ターは 、随時 訪問 サービ スに従

事することができる。  

７  前項の規定によりオペレーター

が 随時訪 問サー ビス に従事 してい

る 場合に おいて 、当 該指定 夜間対

応 型訪問 介護事 業所 の利用 者に対

す る随時 訪問サ ービ スの提 供に支

障 がない ときは 、第 １項の 規定に

か かわら ず、随 時訪 問サー ビスを

行 う訪問 介護員 等を 置かな いこと

ができる。  

 

（運営規程）  （運営規程）  

第５５条  指定夜間対応型訪問介護

事 業者は 、指定 夜間 対応型 訪問介

護 事業所 ごとに 、次 に掲げ る事業

の 運営に ついて の重 要事項 に関す

る 規程を 定めて おか なけれ ばなら

ない。  

第５５条  指定夜間対応型訪問介護

事 業者は 、指定 夜間 対応型 訪問介

護 事業所 ごとに 、次 に掲げ る事業

の 運営に ついて の重 要事項 に関す

る 規程を 定めて おか なけれ ばなら

ない。  

（１）～（７）  （略）  （１）～（７）  （略）  

（ ８）  虐待の 防止 のため の措置

に関する事項  

 

（９）  （略）  （８）  （略）  

（勤務体制の確保等）  （勤務体制の確保等）  

第５６条  （略）  第５６条  （略）  

２  指定夜間対応型訪問介護事業者

は 、指定 夜間対 応型 訪問介 護事業

所 ごとに 、当該 指定 夜間対 応型訪

問 介護事 業所の 訪問 介護員 等によ

っ て定期 巡回サ ービ ス及び 随時訪

問 サービ スを提 供し なけれ ばなら

な い。た だし、 指定 夜間対 応型訪

問 介護事 業所が 適切 に指定 夜間対

応 型訪問 介護を 利用 者に提 供する

体 制を構 築して おり 、他の 指定訪

問 介護事 業所 又 は指 定定期 巡回・

随 時 対 応 型 訪 問 介 護 看 護 事 業 所

（ 以下こ の条に おい て「指 定訪問

介護事業所等」という。）との密接

２  指定夜間対応型訪問介護事業者

は 、指定 夜間対 応型 訪問介 護事業

所 ごとに 、当該 指定 夜間対 応型訪

問 介護事 業所の 訪問 介護員 等によ

っ て定期 巡回サ ービ ス及び 随時訪

問 サービ スを提 供し なけれ ばなら

な い。た だし、 随時 訪問サ ービス

に ついて は 、他 の指 定訪問 介護事

業 所との 連携を 図る ことに より当

該 指定夜 間対応 型訪 問介護 事業所

の 効果的 な運営 を期 待する ことが

で きる場 合であ って 、利用 者の処

遇 に支障 がない とき は、当 該他の

指 定訪問 介護事 業所 の訪問 介護員
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な 連携を 図るこ とに より当 該指定

夜 間対応 型訪問 介護 事業 所 の効果

的 な運営 を期待 する ことが できる

場 合であ って、 利用 者の処 遇に支

障 がない ときは 、 市 長が地 域の実

情 を勘案 し適切 と認 める範 囲内に

お いて、 指定夜 間対 応型訪 問介護

の 事業の 一部を 当該 他の指 定訪問

介 護事業 所等の 従業 者に行 わせる

ことができる。  

等に行わせることができる。  

３  前項本文の規定にかかわらず、

オ ペレー ション セン ターサ ービス

に ついて は、市 長が 地域の 実情を

勘 案し適 切と認 める 範囲内 におい

て 、複数 の指定 夜間 対応型 訪問介

護 事業所 の間の 契約 に基づ き、当

該 複数の 指定夜 間対 応型訪 問介護

事 業所が 密接な 連携 を図る ことに

よ り、一 体的に 利用 者又は その家

族 等から の通報 を受 けるこ とがで

きる。  

３  前項の規定にかかわらず、指定

夜 間対応 型訪問 介護 事業者 が指定

定 期巡回 ・随時 対応 型訪問 介護看

護 事業者 の指定 を併 せて受 け、か

つ 、指定 夜間対 応型 訪問介 護の事

業 と指定 定期巡 回・ 随時対 応型訪

問 介護看 護の事 業と が同一 敷地内

に おいて 一体的 に運 営され ている

場 合（第 ３２条 第２ 項ただ し書の

規 定によ り当該 夜間 対応型 訪問介

護 事業所 の従業 者が 当該指 定定期

巡 回・随 時対応 型訪 問介護 看護事

業 所の職 務を行 うこ とにつ き市長

に認められている場合に限る。）で

あ って、 利用者 の処 遇に支 障がな

い ときは 、市長 が地 域の実 情を勘

案 し 適 切 と 認 め る 範 囲 内 に お い

て 、定期 巡回サ ービ ス又は 随時 訪

問 サービ スの事 業の 一部を 他の指

定 訪問介 護事業 所又 は指定 夜間対

応 型訪問 介護事 業所 の従業 者に行

わせることができる。  

４  （略）  ４  （略）  

５  指定夜間対応型訪問介護事業者

は 、適切 な指定 夜間 対応型 訪問介

護 の提供 を確保 する 観点か ら、職

場 におい て行わ れる 性的な 言動又

は 優越的 な関係 を背 景とし た言動

で あって 業務上 必要 かつ相 当な範

囲 を超え たもの によ り夜間 対応型

訪 問介護 従業者 の就 業環境 が害さ

れ ること を防止 する ための 方針の

明 確化等 の必要 な措 置を講 じなけ
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ればならない。  

（地域との連携等）  （地域との連携等）  

第５７条  （略）  第５７条  （略）  

２  指定夜間対応型訪問介護事業者

は 、指定 夜間対 応型 訪問介 護事業

所 の所在 する建 物と 同一の 建物に

居 住する 利用者 に対 して指 定夜間

対 応型訪 問介護 を提 供する 場合に

は 、当該 建物に 居住 する利 用者以

外 の者に 対して も指 定夜間 対応型

訪 問介護 の提供 を行 うよう 努めな

ければならない。  

 

（準用）  （準用）  

第 ５ ９ 条  第 ９ 条 か ら 第 ２ ２ 条 ま

で 、第２ ７条、 第２ ８条、 第３２

条の２から第３８条まで及び第４０

条 から第 ４１条 まで の規定 は、指

定 夜間対 応型訪 問介 護の事 業につ

い て 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お い

て 、第９ 条第１ 項、 第１９ 条 、第

３ ２条の ２第２ 項 、 第３３ 条第１

項 並 び に 第 ３ 項 第 １ 号 及 び 第 ３

号 、第３ ４条第 １項 、第３ ５条 並

び に第４ ０条の ２第 １号及 び第３

号 中「定 期巡回 ・随 時対応 型訪問

介 護看護 従業者 」と あるの は「夜

間 対応型 訪問介 護従 業者」 と、第

１ ４条中 「計画 作成 責任者 」とあ

る のは「 オペレ ーシ ョンセ ンター

従 業者（ オペレ ーシ ョンセ ンター

を 設置し ない場 合に あって は、訪

問介護員等）」と、第２７条中「定

期 巡回・ 随時対 応型 訪問介 護看護

従 業者」 とある のは 「訪問 介護員

等」と、「定期巡回・随時対応型訪

問 介護看 護（随 時対 応サー ビスを

除く 。）」とあるのは「夜間対応型

訪 問介護 」と読 み替 えるも のとす

る。  

第 ５ ９ 条  第 ９ 条 か ら 第 ２ ２ 条 ま

で 、第２ ７条、 第２ ８条、 第３３

条 から第 ３８条 まで 、第 ４ ０条及

び 第４１ 条 の規 定は 、指定 夜間対

応 型訪問 介護の 事業 につい て準用

す る。こ の場合 にお いて、 第９条

第 １項、 第１９ 条 、 第３３ 条、 第

３ ４ 条 及 び 第 ３ ５ 条 中 「 定 期 巡

回 ・随時 対応型 訪問 介護看 護従業

者 」とあ るのは 「夜 間対応 型訪問

介 護従業 者」と 、第 １４条 中「計

画 作成責 任者」 とあ るのは 「オペ

レ ーショ ンセン ター 従業者 （オペ

レ ーショ ンセン ター を設置 しない

場合にあっては、訪問介護員等）」

と 、第２ ７条中 「定 期巡回 ・随時

対 応型訪 問介護 看護 従業者 」とあ

るのは「訪問介護員等」と、「定期

巡 回 ・ 随 時 対 応 型 訪 問 介 護 看 護

（随時対応サービスを除く。）」と

あ るのは 「夜間 対応 型訪問 介護」

と読み替えるものとする。  

（運営規程）  （運営規程）  

第７０条  指定地域密着型通所介護

事 業者は 、指定 地域 密着型 通所介

第７０条  指定地域密着型通所介護

事 業者は 、指定 地域 密着型 通所介
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護 事業所 ごとに 、次 に掲げ る事業

の 運営に ついて の重 要事項 に関す

る 規程を 定めて おか なけれ ばなら

ない。  

護 事業所 ごとに 、次 に掲げ る事業

の 運営に ついて の重 要事項 に関す

る 規程を 定めて おか なけれ ばなら

ない。  

（１）～（９）  （略）  （１）～（９）  （略）  

（ １０）  虐待 の防 止のた めの措

置に関する事項  

 

（１１）  （略）  （１０）  （略）  

（勤務体制の確保等）  （勤務体制の確保等）  

第７１条  （略）  第７１条  （略）  

２  （略）  ２  （略）  

３  指定地域密着型通所介護事業者

は 、地域 密着型 通所 介護従 業者の

資 質の向 上のた めに 、その 研修の

機 会を確 保しな けれ ばなら ない。

こ の場合 におい て、 当該指 定地域

密 着型通 所介護 事業 者は、 全ての

地 域密着 型通所 介護 従業者 （看護

師 、准看 護師、 介護 福祉士 、介護

支 援専門 員、法 第８ 条第２ 項に規

定 する政 令で定 める 者等の 資格を

有 する者 その他 これ に類す る者を

除く。）に対し、認知症介護に係る

基 礎的な 研修を 受講 させる ために

必 要な措 置を講 じな ければ ならな

い。  

３  指定地域密着型通所介護事業者

は 、地域 密着型 通所 介護従 業者の

資 質の向 上のた めに 、その 研修の

機会を確保しなければならない。  

４  指定地域密着型通所介護事業者

は 、適切 な指定 地域 密着型 通所介

護 の提供 を確保 す る 観点か ら、職

場 におい て行わ れる 性的な 言動又

は 優越的 な関係 を背 景とし た言動

で あって 業務上 必要 かつ相 当な範

囲 を超え たもの によ り地域 密着型

通 所介護 従業者 の就 業環境 が害さ

れ ること を防止 する ための 方針の

明 確化等 の必要 な措 置を講 じなけ

ればならない。  

 

（非常災害対策）  （非常災害対策）  

第７３条  （略）  第７３条  （略）  

２  指定地域密着型通所介護事業者

は 、前項 に規定 する 訓練の 実施に

当 たって 、地域 住民 の参加 が得ら
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れ るよう 連携に 努め なけれ ばなら

ない。  

（衛生管理等）  （衛生管理等）  

第７４条  （略）  第７４条  （略）  

２  指定地域密着型通所介護事業者

は 、当該 指定地 域密 着型通 所介護

事 業所に おいて 感染 症が発 生し、

又 はまん 延しな いよ うに 、 次に掲

げ る 措 置 を 講 じ な け れ ば な ら な

い。  

２  指定地域密着型通所介護事業者

は 、当該 指定地 域密 着型通 所介護

事 業所に おいて 感染 症が発 生し、

又 はまん 延しな いよ うに 必 要な措

置 を講ず るよう 努め なけれ ばなら

ない。  

（ １）  当該指 定地 域密着 型通所

介 護 事 業 所 に お け る 感 染 症 の 予

防 及 び ま ん 延 の 防 止 の た め の 対

策 を 検 討 す る 委 員 会 （ テ レ ビ 電

話 装 置 等 を 活 用 し て 行 う こ と が

できるものとする。）をおおむね

６ か 月 に １ 回 以 上 開 催 す る と と

も に 、 そ の 結 果 に つ い て 、 地 域

密 着 型 通 所 介 護 従 業 者 に 周 知 徹

底を図ること。  

 

（ ２）  当該指 定地 域密着 型通所

介 護 事 業 所 に お け る 感 染 症 の 予

防 及 び ま ん 延 の 防 止 の た め の 指

針を整備すること。  

 

（ ３）  当該指 定地 域密着 型通所

介 護 事 業 所 に お い て 、 地 域 密 着

型 通 所 介 護 従 業 者 に 対 し 、 感 染

症 の 予 防 及 び ま ん 延 の 防 止 の た

め の 研 修 及 び 訓 練 を 定 期 的 に 実

施すること。  

 

（地域との連携等）  （地域との連携等）  

第７５条  指定地域密着型通所介護

事 業者は 、指定 地域 密着型 通所介

護 の提供 に当た って は、利 用者、

利 用 者 の 家 族 、 地 域 住 民 の 代 表

者 、市の 職員又 は当 該指定 地域密

着 型通所 介護事 業所 が所在 する区

域 を管轄 する法 第１ １５条 の４６

第 １項に 規定す る地 域包括 支援セ

ン ターの 職員、 地域 密着型 通所介

護 につい て知見 を有 する者 等によ

り 構成さ れる協 議会 （テレ ビ電話

第７５条  指定地域密着型通所介護

事 業者は 、指定 地域 密着型 通所介

護 の提供 に当た って は、利 用者、

利 用 者 の 家 族 、 地 域 住 民 の 代 表

者 、市の 職員又 は当 該指定 地域密

着 型通所 介護事 業所 が所在 する区

域 を管轄 する法 第１ １５条 の４６

第 １項に 規定す る地 域包括 支援セ

ン ターの 職員、 地域 密着型 通所介

護 につい て知見 を有 する者 等によ

り 構成さ れる協 議 会 （以下 この項
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装 置等を 活用し て行 うこと ができ

る ものと する。 ただ し、利 用者等

が 参加す る場合 にあ っては 、テレ

ビ 電話装 置等の 活用 につい て当該

利 用 者 等 の 同 意 を 得 た も の に 限

る 。以下 この項 にお いて「 運営推

進会議」という。）を設置し、おお

む ね６か 月に１ 回以 上、運 営推進

会 議に対 し活動 状況 を報告 し、運

営 推進会 議によ る評 価を受 けると

と もに、 運営推 進会 議から 必要な

要 望、助 言等を 聴く 機会を 設けな

ければならない。  

に お い て 「 運 営 推 進 会 議 」 と い

う。）を設置し、おおむね６か月に

１ 回以上 、運営 推進 会議に 対し活

動 状況を 報告し 、運 営推進 会議に

よ る評価 を受け ると ともに 、運営

推 進会議 から必 要な 要望、 助言等

を 聴く機 会を設 けな ければ ならな

い。  

２～５  （略）  ２～５  （略）  

（準用）  （準用）  

第 ７ ８ 条  第 ９ 条 か ら 第 １ ３ 条 ま

で 、第１ ５条か ら第 １８条 まで、

第 ２０条 、第２ ２条 、第２ ８条 、

第３２条の２、第３４条から第３８

条 まで、 第４０ 条の ２ 、第 ４１条

及 び第５ ３条の 規定 は、指 定地域

密 着型通 所介護 の事 業につ いて準

用 する。 この場 合に おいて 、第９

条 第１項 中「第 ３１ 条に規 定する

運 営規程 」とあ るの は「第 ７０条

に 規 定 す る 重 要 事 項 に 関 す る 規

程 」と、 同項、 第３ ２条の ２第２

項 、第３ ４条第 １項 、第３ ５条並

び に第４ ０条の ２第 １号及 び第３

号 中「定 期巡回 ・随 時対応 型訪問

介 護看護 従業者 」と あるの は「地

域 密着型 通所介 護従 業者」 と読み

替えるものとする。  

第 ７ ８ 条  第 ９ 条 か ら 第 １ ３ 条 ま

で 、第１ ５条か ら第 １８条 まで、

第 ２０条 、第２ ２条 、第２ ８条、

第３４条から第３８条まで、第４１

条 及び第 ５３条 の規 定は、 指定地

域 密着型 通所介 護の 事業に ついて

準 用する 。この 場合 におい て、第

９ 条第１ 項中「 第３ １条に 規定す

る 運営規 程」と ある のは「 第７０

条 に規定 する重 要事 項に関 する規

程」と、「定期巡回・随時対応型訪

問 介 護 看 護 従 業 者 」 と あ る の は

「 地 域 密 着 型 通 所 介 護 従 業 者 」

と 、第３ ４条及 び第 ３５条 中「定

期 巡回・ 随時対 応型 訪問介 護看護

従 業者」 とある のは 「地域 密着型

通 所介護 従業者 」と 読み替 えるも

のとする。  

（準用）  （準用）  

第７８条の３  第９条から第１３条

ま で 、 第 １ ５ 条 か ら 第 １ ８ 条 ま

で 、第２ ０条、 第 ２ ２条、 第２８

条 、第３ ２条の ２ 、 第３４ 条から

第 ３８条 まで 、 第４ ０条の ２ 、第

４ １条、 第５３ 条及 び第６ ０条、

第 ６２条 、第６ ３条 第４項 並びに

前 節 （ 第 ７ ８ 条 を 除 く 。） の 規 定

第７８条の３  第９条から第１３条

ま で 、 第 １ ５ 条 か ら 第 １ ８ 条 ま

で 、第２ ０条、 第 ２ ２条、 第２８

条 、第３ ４条か ら第 ３８条 まで、

第 ４ １ 条 、 第 ５ ３ 条 及 び 第 ６ ０

条 、第６ ２条、 第６ ３条第 ４項並

びに前節（第７８条を除く。）の規

定 は、共 生型地 域密 着型通 所介護
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は 、共生 型地域 密着 型通所 介護の

事 業につ いて準 用す る。こ の場合

において、第９条第１項中「第３１

条 に規定 する運 営規 程」と あるの

は 「運営 規程（ 第７ ０条に 規定す

る 運営規 程をい う。 第３４ 条第１

項 に お い て 同 じ 。）」 と 、「 定 期 巡

回 ・随時 対応型 訪問 介護看 護従業

者 」とあ るのは 「共 生型地 域密着

型 通所介 護の提 供に 当たる 従業者

（ 以下「 共生型 地域 密着型 通所介

護従業者」という。）」と、第３２

条 の２第 ２項、 第３ ４条第 １項並

び に第４ ０条の ２第 １号及 び第３

号 中「定 期巡回 ・随 時対応 型訪問

介 護看護 従業者 」と あるの は「共

生 型地域 密着型 通所 介護従 業者」

と 、第６ ３条第 ４項 中「前 項ただ

し 書の場 合（指 定地 域密着 型通所

介 護事業 者が第 １項 に掲げ る設備

を 利用し 、夜間 及び 深夜に 指定地

域 密着型 通所介 護以 外のサ ービス

を提供する場合に限る 。）」とある

の は「共 生型地 域密 着型通 所介護

事 業者が 共生型 地域 密着型 通所介

護 事業所 の設備 を利 用し、 夜間及

び 深夜に 共生型 地域 密着型 通所介

護 以 外 の サ ー ビ ス を 提 供 す る 場

合 」と、 第６７ 条第 ４号 、 第６８

条 第５項 、第７ １条 第３項 及び第

４ 項並び に第７ ４条 第２項 第１号

及 び第３ 号中「 地域 密着型 通所介

護 従業者 」とあ るの は「共 生型地

域 密着型 通所介 護従 業者」 と、第

７ ７条第 ２項第 ２号 中「次 条にお

い て準用 する第 ２０ 条第２ 項」と

あ るのは 「第２ ０条 第２項 」と、

同 項第３ 号中「 次条 におい て準用

する第２８条」とあるのは「第２８

条 」と、 同項第 ４号 中「次 条にお

い て準用 する第 ３８ 条第２ 項」と

あ るのは 「第３ ８条 第２項 」と読

み替えるものとする。  

の 事業に ついて 準用 する。 この場

合 におい て、第 ９条 第１項 中「第

３ １条に 規定す る運 営規程 」とあ

る のは「 運営規 程（ 第７０ 条に規

定 する運 営規程 をい う。 第 ３４条

において同じ。）」と、「定期巡回・

随 時対応 型訪問 介護 看護従 業者」

と あるの は「共 生型 地域密 着型通

所 介護の 提供に 当た る従業 者（以

下 「共生 型地域 密着 型通所 介護従

業者」という。）」と、 第３４条中

「 定期巡 回・随 時対 応型訪 問介護

看 護従業 者」と ある のは「 共生型

地 域密着 型通所 介護 従業者 」と、

第 ６３条 第４項 中「 前項た だし書

の 場合（ 指定地 域密 着型通 所介護

事 業者が 第１項 に掲 げる設 備を利

用 し、夜 間及び 深夜 に指定 地域密

着 型通所 介護以 外の サービ スを提

供する場合に限る。）」とあるのは

「 共生型 地域密 着型 通所介 護事業

者 が共生 型地域 密着 型通所 介護事

業 所の設 備を利 用し 、夜間 及び深

夜 に共生 型地域 密着 型通所 介護以

外 の サ ー ビ ス を 提 供 す る 場 合 」

と 、第６ ７条第 ４号 及び第 ６８条

第 ５項中 「指定 地域 密着型 通所介

護 従業者 」とあ り、 並びに 第７１

条 第３項 中「地 域密 着型通 所介護

従 業者」 とある のは 「共生 型地域

密着型通所介護従業者」と、第７７

条 第２項 第２号 中「 次条に おいて

準 用する 第 ２０ 条第 ２項」 とある

の は「第 ２０条 第２ 項」と 、同項

第 ３号中 「次条 にお いて準 用する

第 ２ ８ 条 」 と あ る の は 「 第 ２ ８

条 」と、 同項第 ４号 中「次 条にお

い て準用 する第 ３８ 条第２ 項」と

あ るのは 「第３ ８条 第２項 」と読

み替えるものとする。  
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（運営規程）  （運営規程）  

第９２条  指定療養通所介護事業者

は 、指定 療養通 所介 護事業 所ごと

に 次に掲 げる事 業の 運営に ついて

の 重要事 項に関 する 規程を 定めて

おかなければならない。  

第９２条  指定療養通所介護事業者

は 、指定 療養通 所介 護事業 所ごと

に 次に掲 げる事 業の 運営に ついて

の 重要事 項に関 する 規程 を 定めて

おかなければならない。  

（１）～（８）  （略）  （１）～（８）  （略）  

（ ９）  虐待の 防止 のため の措置

に関する事項  

 

（１０）  （略）  （９）  （略）  

（ 安全・ サービ ス提 供管理 委員会

の設置）  

（ 安全・ サービ ス提 供管理 委員会

の設置）  

第９４条  指定療養通所介護事業者

は 、安全 かつ適 切な サービ スの提

供 を確保 するた め、 地域の 医療関

係 団体に 属する 者、 地域の 保健、

医 療又は 福祉の 分野 を専門 とする

者 その他 指定療 養通 所介護 の安全

か つ適切 なサー ビス の提供 を確保

す るため に必要 と認 められ る者か

ら 構成さ れる安 全・ サービ ス提供

管 理委員 会（テ レビ 電話装 置等を

活 用して 行うこ とが できる ものと

する 。）（次項において「委員会」

という。）を設置しなければならな

い。  

第９４条  指定療養通所介護事業者

は 、安全 かつ適 切な サービ スの提

供 を確保 するた め、 地域の 医療関

係 団体に 属する 者、 地域の 保健、

医 療又は 福祉の 分野 を専門 とする

者 その他 指定療 養通 所介護 の安全

か つ適切 なサー ビス の提供 を確保

す るため に必要 と認 められ る者か

ら 構成さ れる安 全・ サービ ス提供

管 理委員 会（次 項に おいて 「委員

会」という。）を設置しなければな

らない。  

２・３  （略）  ２・３  （略）  

（準用）  （準用）  

第９６条  第１０条から第１３条ま

で 、第１ ６条か ら第 １８条 まで、

第 ２０条 、第 ２ ２条 、第２ ８条 、

第３２条の２、第３４条から第３８

条 ま で 、 第 ４ ０ 条 の ２ 、 第 ４ １

条 、第６ ５条（ 第３ 項第２ 号を除

く 。）、第６６条及び第７１条から

第 ７６条 までの 規定 は、指 定療養

通 所 介 護 の 事 業 に つ い て 準 用 す

る 。この 場合に おい て 、第 ３２条

の ２第２ 項、第 ３４ 条第１ 項並び

に 第４０ の２第 １号 及び第 ３号中

「 定期巡 回・随 時対 応型訪 問介護

看 護従業 者」と ある のは「 療養通

第９６条  第１０条から第１３条ま

で 、第１ ６条か ら第 １８条 まで、

第 ２０条 、第 ２ ２条 、第２ ８条、

第３４条から第３８条まで、第４１

条 、第６ ５条（ 第３ 項第２ 号 を除

く 。）、 第６６ 条及 び第７ １条か

ら 第７６ 条まで の規 定は、 指定療

養 通所介 護の事 業に ついて 準用す

る 。この 場合に おい て、 第 ３４条

中「運営規程」とあるのは「第９２

条 に規定 する重 要事 項に関 する規

程 」と、 第３４ 条及 び第３ ５条中

「 定期巡 回・随 時対 応型訪 問介護

看 護従業 者」と ある のは「 療養通
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所 介護従 業者」 と 、 第３４ 条第１

項 中「運 営規程 」と あるの は「第

９ ２条に 規定す る重 要事項 に関す

る 規程」 と、第 ７１ 条第３ 項 及び

第 ４項並 びに第 ７４ 条第２ 項第１

号 及び第 ３号 中 「地 域密着 型通所

介 護従業 者」と ある のは「 療養通

所 介護従 業者」 と、 第７５ 条第１

項 中「地 域密着 型通 所介護 につい

て 知 見 を 有 す る 者 」 と あ る の は

「 療養通 所介護 につ いて知 見を有

する者」と、「６か月」とあるのは

「 １ ２ か 月 」 と 、 同 条 第 ３ 項 中

「 当たっ ては」 とあ るのは 「当た

っ ては、 利用者 の状 態に応 じて」

と 、第７ ６条第 ４項 中「第 ６３条

第 ４項」 とある のは 「第８ ４条第

４項」と読み替えるものとする。  

所 介護従 業者」 と 、 第７１ 条第３

項 中 「 地 域 密 着 型 通 所 介 護 従 業

者 」とあ るのは 「療 養通所 介護従

業 者」と 、第７ ５条 第１項 中「地

域 密着型 通所介 護に ついて 知見を

有 する者 」とあ るの は「療 養通所

介 護 に つ い て 知 見 を 有 す る 者 」

と、「６か月」とあるのは「１２か

月 」と、 同条第 ３項 中「当 たって

は 」とあ るのは 「当 たって は、利

用 者の状 態に応 じて 」と、 第７６

条 第４項 中「第 ６３ 条第４ 項」と

あ るのは 「第８ ４条 第４項 」と読

み替えるものとする。  

（従業者の員数）  （従業者の員数）  

第９８条  （略）  第９８条  （略）  

２・３  （略）  ２・３  （略）  

４  前３項の単独型・併設型指定認

知 症対応 型通所 介護 の単位 は、単

独 型・併 設型指 定認 知症対 応型通

所 介護で あって その 提供が 同時に

一 又 は 複 数 の 利 用 者 （ 当 該 単 独

型 ・併設 型指定 認知 症対応 型通所

介 護事業 者が単 独型 ・併設 型指定

介 護予防 認知症 対応 型通所 介護事

業 者（羽 生市指 定地 域密着 型介護

予 防サー ビスの 事業 の人員 、設備

及 び運営 並びに 指定 地域密 着型介

護 予防サ ービス に係 る介護 予防の

た めの効 果的な 支援 の方法 に関す

る 基準を 定める 条例 （平成 ２５年

条 例第６ 号。以 下「 指定地 域密着

型 介護予 防サー ビス 基準条 例」と

いう。）第５条第１項に規定する単

独 型・併 設型指 定介 護予防 認知症

対 応型通 所介護 事業 者をい う。以

下同じ。）の指定を併せて受け、か

つ 、単独 型・併 設型 指定認 知症対

応 型通所 介護の 事業 と単独 型・併

４  前３項の単独型・併設型指定認

知 症対応 型通所 介護 の単位 は、単

独 型・併 設型指 定認 知症対 応型通

所 介護で あって その 提供が 同時に

一 又 は 複 数 の 利 用 者 （ 当 該 単 独

型 ・併設 型指定 認知 症対応 型通所

介 護事業 者が単 独型 ・併設 型指定

介 護予防 認知症 対応 型通所 介護事

業 者（指 定地域 密着 型介護 予防サ

ー ビスの 事業の 人員 、設備 及び運

営 並びに 指定地 域密 着型介 護予防

サ ービス に係る 介護 予防の ための

効 果的な 支援の 方法 に関す る基準

を 定める 条例 （ 平成 ２５年 条例第

６ 号。以 下「指 定地 域密着 型介護

予防サービス基準条例」という。）

第 ５条第 １項に 規定 する単 独型・

併 設型指 定介護 予防 認知症 対応型

通 所 介 護 事 業 者 を い う 。 以 下 同

じ。）の指定を併せて受け、かつ、

単 独型・ 併設型 指定 認知症 対応型

通 所介護 の事業 と単 独型・ 併設型
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設 型指定 介護予 防認 知症対 応型通

所 介護（ 同項第 １号 に規定 する単

独 型・併 設型指 定介 護予防 認知症

対 応 型 通 所 介 護 を い う 。 以 下 同

じ。）の事業とが同一の事業所にお

い て一体 的に運 営さ れてい る場合

に あって は、当 該事 業所に おける

単 独型・ 併設型 指定 認知症 対応型

通 所介護 又は単 独型 ・併設 型指定

介 護予防 認知症 対応 型通所 介護の

利 用 者 。 以 下 こ の 条 に お い て 同

じ。）に対して一体的に行われるも

の をいい 、その 利用 定員（ 当該単

独 型・併 設型指 定認 知症対 応型通

所 介護事 業所に おい て同時 に単独

型 ・併設 型指定 認知 症対応 型通所

介 護の提 供を受 ける ことが できる

利用者の数の上限をいう。第１００

条第２項第１号アにおいて同じ。）

を１２人以下とする。  

指 定介護 予防認 知症 対応型 通所介

護 （ 同 項 第 １ 号 に 規 定 す る 単 独

型 ・併設 型指定 介護 予防認 知症対

応型通所介護をいう。以下同じ。）

の 事業と が同一 の事 業所に おいて

一 体的に 運営さ れて いる場 合にあ

っ ては、 当該事 業所 におけ る単独

型 ・併設 型指定 認知 症対応 型通所

介 護又は 単独型 ・併 設型指 定介護

予 防認知 症対応 型通 所介護 の利用

者。以下この条において同じ。）に

対 して一 体的に 行わ れるも のをい

い 、その 利用定 員（ 当該単 独型・

併 設型指 定認知 症対 応型通 所介護

事 業所に おいて 同時 に単独 型・併

設 型指定 認知症 対応 型通所 介護の

提 供を受 けるこ とが できる 利用者

の 数の上 限をい う。 第１０ ０条第

２項第１号アにおいて同じ。）を１２

人以下とする。  

５～７  （略）  ５～７  （略）  

（従業者の員数）  （従業者の員数）  

第１０１条  指定認知症対応型共同

生 活介護 事業所 若し くは指 定介護

予 防認知 症対応 型共 同生活 介護事

業 所（指 定地域 密着 型介護 予防サ

ー ビス基 準条例 第７ １条第 １項に

規 定する 指定介 護予 防認知 症対応

型 共同生 活介護 事業 所をい う。次

条において同じ。）の居間若しくは

食 堂又は 指定地 域密 着型特 定施設

若 しくは 指定地 域密 着型介 護老人

福 祉施設 の食堂 若し くは共 同生活

室 におい て、こ れら の事業 所又は

施 設（第 １０３ 条第 １項に おいて

「本体事業所等」という。）の利用

者 、入居 者又は 入所 者とと もに行

う 指定認 知症対 応型 通所介 護（以

下 「共用 型指定 認知 症対応 型通所

介 護 」 と い う 。） の 事 業 を 行 う 者

（ 以下「 共用型 指定 認知症 対応型

通所介護事業者」という。）が当該

事 業を行 う事業 所（ 以下「 共用型

第１０１条  指定認知症対応型共同

生 活介護 事業所 若し くは指 定介護

予 防認知 症対応 型共 同生活 介護事

業 所（指 定地域 密着 型介護 予防サ

ー ビス基 準条例 第７ １条第 １項に

規 定する 指定介 護予 防認知 症対応

型 共同生 活介護 事業 所をい う。次

条において同じ。）の居間若しくは

食 堂又は 指定地 域密 着型特 定施設

若 しくは 指定地 域密 着型介 護老人

福 祉施設 の食堂 若し くは共 同生活

室 におい て、こ れら の事業 所又は

施 設の利 用者、 入居 者又は 入所者

と ともに 行う指 定認 知 症対 応型通

所 介護（ 以下「 共用 型指定 認知症

対応型通所介護」という。）の事業

を 行う者 （以下 「共 用型指 定認知

症 対 応 型 通 所 介 護 事 業 者 」 と い

う。）が当該事業を行う事業所（以

下 「共用 型指定 認知 症対応 型通所

介護事業所」という。）に置くべき
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指 定 認 知 症 対 応 型 通 所 介 護 事 業

所」という。）に置くべき従業者の

員 数は、 当該利 用者 、当該 入居者

又 は当該 入所者 の数 と当該 共用型

指 定認知 症対応 型通 所介護 の利用

者 （当該 共用型 指定 認知症 対応型

通 所介護 事業者 が共 用型指 定介護

予 防認知 症対応 型通 所介護 事業者

（ 指定地 域密着 型介 護予防 サービ

ス 基準条 例第８ 条第 １項に 規定す

る 共用型 指定介 護予 防認知 症対応

型 通所介 護事業 者を いう。 以下同

じ。）の指定を併せて受け、かつ、

共 用型指 定認知 症対 応型通 所介護

の 事業と 共用型 指定 介護予 防認知

症 対応型 通所介 護（ 同項に 規定す

る 共用型 指定介 護予 防認知 症対応

型通所介護をいう。以下同じ。）の

事 業とが 同一の 事業 所にお いて一

体 的に運 営され てい る場合 にあっ

て は、当 該事業 所に おける 共用型

指 定認知 症対応 型通 所介護 又は共

用 型指定 介護予 防認 知症対 応型通

所 介護の 利用者 。次 条にお いて同

じ。）の数を合計した数について、

第 １３８ 条、第 １５ ８条若 しくは

第 １７８ 条又は 指定 地 域密 着型介

護 予防サ ービス 基準 条例第 ７１条

に 規定す る従業 者の 員数を 満たす

ために必要な数以上とする。  

従 業者の 員数は 、当 該利用 者、当

該 入居者 又は当 該入 所者の 数と当

該 共用型 指定認 知症 対応型 通所介

護 の利用 者（当 該共 用型指 定認知

症 対応型 通所介 護事 業者が 共用型

指 定介護 予防認 知症 対応型 通所介

護 事業者 （指定 地域 密着型 介護予

防 サービ ス基準 条例 第８条 第１項

に 規定す る共用 型指 定介護 予防認

知 症 対 応 型 通 所 介 護 事 業 者 を い

う。以下同じ。）の指定を併せて受

け 、かつ 、共用 型指 定認知 症対応

型 通所介 護の事 業と 共用型 指定介

護 予防認 知症対 応型 通所介 護（同

項 に規定 する共 用型 指定介 護予防

認 知症対 応型通 所介 護をい う。以

下同じ。）の事業とが同一の事業所

に おいて 一体的 に運 営され ている

場 合にあ っては 、当 該事業 所にお

け る共用 型指定 認知 症対応 型通所

介 護又は 共用型 指定 介護予 防認知

症 対応型 通所介 護の 利用者 。次条

において同じ。）の数を合計した数

に ついて 、第１ ３８ 条、第 １５８

条 若しく は第１ ７８ 条又は 指定地

域 密着型 介護予 防サ ービス 基準条

例 第７１ 条に規 定 す る従業 者の員

数 を満た すため に必 要な数 以上と

する。  

２  （略）  ２  （略）  

（利用定員等）  （利用定員等）  

第１０２条  （略）  第１０２条  （略）  

２  共用型指定認知症対応型通所介

護 事 業 者 は 、 指 定 居 宅 サ ー ビ ス

（ 法第４ １条第 １項 に規定 する指

定 居 宅 サ ー ビ ス を い う 。 以 下 同

じ 。）、指定地域密着型サービス、

指 定居宅 介護支 援、 指定介 護予防

サ ービス （法第 ５３ 条第１ 項に規

定 する指 定介護 予防 サービ スをい

う。以下同じ。）、指定地域密着型

介 護予防 サービ ス（ 法第５ ４条の

２  共用型指定認知症対応型通所介

護 事 業 者 は 、 指 定 居 宅 サ ー ビ ス

（ 法第４ １条第 １項 に規定 する指

定 居 宅 サ ー ビ ス を い う 。 以 下 同

じ 。）、指定地域密着型サービス、

指 定居宅 介護支 援、 指定介 護予防

サ ービス （法第 ５３ 条第１ 項に規

定 する指 定介護 予防 サービ スをい

う。以下同じ。）、指定地域密着型

介 護予防 サービ ス（ 法第５ ４条の
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２ 第１項 に規定 する 指定地 域密着

型 介 護 予 防 サ ー ビ ス を い う 。 第

１４９条において同じ。）若しくは

指 定介護 予防支 援（ 法第５ ８条第

１ 項に規 定する 指定 介護予 防支援

をいう。）の事業又は介護保険施設

（ 法第８ 条第２ ５項 に規定 する介

護保険施設をいう。以下同じ。）若

し くは指 定介護 療養 型医療 施設の

運営（第１１１条第７項、第１３８

条 第９項 及び第 ２１ ８条第 ８項に

お い て 「 指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業

等」という。）について３年以上の

経 験を有 する者 でな ければ ならな

い。  

２ 第１項 に規定 する 指定地 域密着

型 介 護 予 防 サ ー ビ ス を い う 。 第

１４９条において同じ。）若しくは

指 定介護 予防支 援（ 法第５ ８条第

１ 項に規 定する 指定 介護予 防支援

をいう。）の事業又は介護保険施設

（ 法第８ 条第２ ５項 に規定 する 介

護保険施設をいう。以下同じ。）若

し くは指 定介護 療養 型医療 施設の

運 営 （ 第 １ １ １ 条 第 ７ 項 及 び 第

２ １８条 第８項 にお いて「 指定居

宅サービス事業等」という。）につ

い て３年 以上の 経験 を有す る者で

なければならない。  

（管理者）  （管理者）  

第１０３条  共用型指定認知症対応

型 通所介 護事業 者は 、共用 型指定

認 知症対 応型通 所介 護事業 所ごと

に 専らそ の職務 に従 事する 常勤の

管 理者を 置かな けれ ばなら ない。

た だし、 当該管 理者 は、共 用型指

定 認知症 対応型 通所 介護事 業所の

管 理上支 障がな い場 合は、 当該共

用 型指定 認知症 対応 型通所 介護事

業 所の他 の職務 に従 事し、 又は同

一 敷地内 にある 他の 事業所 、施設

等 の 職 務 に 従 事 す る こ と が で き

る 。この 場合に おい て 、共 用型指

定 認知症 対応型 通所 介護事 業所の

管 理上支 障がな い場 合は、 当該共

用 型指定 認知症 対応 型通所 介護事

業 所の他 の職務 に従 事し、 かつ、

同 一敷地 内にあ る他 の本体 事業所

等 の職務 に従事 する ことと しても

差し支えない。  

第１０３条  共用型指定認知症対応

型 通所介 護事業 者は 、共用 型指定

認 知症対 応型通 所介 護事業 所ごと

に 専らそ の職務 に従 事する 常勤の

管 理者を 置かな けれ ばなら ない。

た だし、 当該管 理者 は、共 用型指

定 認知症 対応型 通所 介護事 業所の

管 理上支 障がな い場 合は、 当該共

用 型指定 認知症 対応 型通所 介護事

業 所の他 の職務 に従 事し、 又は同

一 敷地内 にある 他の 事業所 、施設

等 の 職 務 に 従 事 す る こ と が で き

る。  

２  （略）  ２  （略）  

（運営規程）  （運営規程）  

第１０７条  指定認知症対応型通所

介 護事業 者は、 指定 認知症 対応型

通 所介護 事業所 ごと に、次 に掲げ

る 事業の 運営に つい ての重 要事項

第１０７条  指定認知症対応型通所

介 護事業 者は、 指定 認知症 対応型

通 所介護 事業所 ごと に、次 に掲げ

る 事業の 運営に つい ての重 要事項
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に 関する 規程を 定め ておか なけれ

ばならない。  

に 関する 規程を 定め ておか なけれ

ばならない。  

（１）～（９）  （略）  （１）～（９）  （略）  

（ １０）  虐待 の防 止のた めの措

置に関する事項  

 

（１１）  （略）  （１０）  （略）  

（準用）  （準用）  

第１０９条  第９条から第１３条ま

で 、第１ ５条か ら第 １８条 まで、

第 ２０条 、第 ２ ２条 、第２ ８条 、

第３２条の２、第３４条から第３８

条 ま で 、 第 ４ ０ 条 の ２ 、 第 ４ １

条 、第５ ３条、 第６ ４条、 第６５

条 、第６ ９条及 び第 ７１条 から第

７ ６条ま での規 定は 、指定 認知症

対 応型通 所介護 の事 業につ いて準

用 する。 この場 合に おいて 、第９

条 第１項 中「第 ３１ 条に規 定する

運 営規程 」とあ るの は「第 １０７

条 に規定 する重 要事 項に関 する規

程 」と、 同項、 第３ ２条の ２第２

項 、第３ ４条第 １項 、第３ ５条並

び に第４ ０条の ２第 １号及 び第３

号 中「定 期巡回 ・随 時対応 型訪問

介 護看護 従業 者 」と あるの は「認

知 症対応 型通所 介護 従業者 」と 、

第 ７１条 第３項 及び 第４項 並びに

第 ７４条 第２項 第１ 号及び 第３号

中 「地域 密着型 通所 介護従 業者」

と あるの は「認 知症 対応型 通所介

護 従業者 」と 、 第７ ５条第 １項中

「 地域密 着型通 所介 護につ いて知

見 を有す る者」 とあ るのは 「認知

症 対応型 通所介 護に ついて 知見を

有 する者 」と、 第７ ６条第 ４項中

「 第 ６ ３ 条 第 ４ 項 」 と あ る の は

「 第１０ ０条第 ４項 」と読 み替え

るものとする。  

第１０９条  第９条から第１３条ま

で 、第１ ５条か ら第 １８条 まで、

第 ２０条 、第 ２ ２条 、第２ ８条、

第３４条から第３８条まで、第４１

条 、第５ ３条、 第６ ４条、 第６５

条 、第６ ９条及 び第 ７１条 から第

７ ６条ま での規 定は 、指定 認知症

対 応型通 所介護 の事 業につ いて準

用 する。 この場 合に おいて 、第９

条 第１項 中「第 ３１ 条に規 定する

運 営規程 」とあ るの は「第 １０７

条 に規定 する重 要事 項に関 する規

程」と、「定期巡回・随時対応型訪

問 介 護 看 護 従 業 者 」 と あ る の は

「 認知症 対応型 通所 介護従 業者」

と 、第３ ４条及 び第 ３５条 中「定

期 巡回・ 随時対 応型 訪問介 護看護

従 業者」 とある のは 「認知 症対応

型 通所介 護従業 者」 と 、第 ７５条

第 １項中 「地域 密着 型通所 介護に

つ いて知 見を有 する 者」と あるの

は 「認知 症対応 型通 所介護 につい

て 知見を 有する 者」 と、第 ７６条

第 ４項中 「第６ ３条 第４項 」とあ

る のは「 第１０ ０条 第４項 」と読

み替えるものとする。  

（従業者の員数等）  （従業者の員数等）  

第１１１条  （略）  第１１１条  （略）  

２～５  （略）  ２～５  （略）  

６  次の表の左欄に掲げる場合にお ６  次の表の左欄に掲げる場合にお
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い て、前 各項に 定め る人員 に関す

る 基準を 満たす 小規 模多機 能型居

宅 介護従 業者を 置く ほか、 同表の

中 欄に掲 げる施 設等 の人員 に関す

る 基準を 満たす 従業 者を置 いてい

る ときは 、同表 の右 欄に掲 げる当

該 小規模 多機能 型居 宅介護 従業者

は 、同表 の中欄 に掲 げる施 設等の

職務に従事することができる。  

い て、前 各項に 定め る人員 に関す

る 基準を 満たす 小規 模多機 能型居

宅 介護従 業者を 置く ほか、 同表の

中 欄に掲 げる施 設等 の人員 に関す

る 基準を 満たす 従業 者を置 いてい

る ときは 、同表 の右 欄に掲 げる 当

該 小規模 多機能 型居 宅介護 従業者

は 、同表 の中欄 に掲 げる施 設等の

職務に従事することができる。  

当該指定

小規模多

機能型居

宅介護事

業所に中

欄に掲げ

る施設等

のいずれ

かが併設

されてい

る場合  

指定認知症対応型共

同生活介護事業所、

指定地域密着型特定

施設、指定地域密着

型 介 護 老 人 福 祉 施

設、指定介護老人福

祉施設、介護老人保

健施設、指定介護療

養型医療施設（医療

法（昭和２３年法律

第２０５号）第７条

第２項第４号に規定

する療養病床を有す

る診療所であるもの

に 限 る 。） 又 は 介 護

医療院  

介 護

職員  

当該指定

小規模多

機能型居

宅介護事

業所の同

一敷地内

に中欄に

掲げる施

設等のい

ずれかが

ある場合  

前項中欄に掲げる施

設等、指定居宅サー

ビスの事業を行う事

業 所 、 指 定 定 期 巡

回・随時対応型訪問

介護看護事業所、指

定地域密着型通所介

護事業所又は指定認

知症対応型通所介護

事業所  

 

 

看 護

師 又

は 准

看 護

師  

 

当 該 指 定

小 規 模 多

機 能 型 居

宅 介 護 事

業 所 に 中

欄 に 掲 げ

る 施 設 等

の い ず れ

か が 併 設

さ れ て い

る場合  

指定認知症対応型共

同生活介護事業所、

指定地域密着型特定

施設、指定地域密着

型 介 護 老 人 福 祉 施

設、指定介護療養型

医 療 施 設 （ 医 療 法

（昭和２３年法律第

２０５号）第７条第

２項第４号に規定す

る療養病床を有する

診療所であるものに

限 る 。） 又 は 介 護 医

療院  

 

 

介 護

職員  

当 該 指 定

小 規 模 多

機 能 型 居

宅 介 護 事

業 所 の 同

一 敷 地 内

に 中 欄 に

掲 げ る 施

設 等 の い

ず れ か が

ある場合  

前項中欄に掲げる施

設等、指定居宅サー

ビスの事業を行う事

業 所 、 指 定 定 期 巡

回・随時対応型訪問

介護看護事業所、指

定地域密着型通所介

護事業所、指定認知

症対応型通所介護事

業所、指定介護老人

福祉施設又は介護老

人保健施設  

看 護

師 又

は 准

看 護

師  

 

７～１３  （略）  ７～１３  （略）  

（管理者）  （管理者）  

第１１２条  （略）  第１１２条  （略）  

２  （略）  ２  （略）  

３  前２項の管理者は、特別養護老 ３  前２項の管理者は、特別養護老
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人 ホーム 、老人 デイ サービ スセン

タ ー（老 人福祉 法第 ２０条 の２の

２ に規定 する老 人デ イサー ビスセ

ンターをいう。以下同じ 。）、介護

老 人保健 施設、 介護 医療院 、指定

小 規模多 機能型 居宅 介護事 業所、

指 定認知 症対応 型共 同生活 介護事

業 所、指 定複合 型サ ービス 事業所

（ 第２２ ０条に 規定 する指 定複合

型 サービ ス事業 所を いう。 次条に

おいて同じ。）等の従業者又は訪問

介 護員等 （介護 福祉 士又は 法第８

条 第２項 に規定 する 政令で 定める

者 をいう 。次条 、 第 １３９ 条第３

項 、第１ ４０条 及び 第２２ ０条に

おいて同じ。）として３年以上認知

症 である 者の介 護に 従事し た経験

を 有する 者であ って 、別に 厚生労

働 大臣が 定める 研修 を修了 してい

るものでなければならない。  

人 ホーム 、老人 デイ サービ スセン

タ ー（老 人福祉 法第 ２０条 の２の

２ に規定 する老 人デ イサー ビスセ

ンターをいう。以下同じ 。）、介護

老 人保健 施設、 介護 医療院 、指定

小 規模多 機能型 居宅 介護事 業所、

指 定認知 症対応 型共 同生活 介護事

業 所、指 定複合 型サ ービス 事業所

（ 第２２ ０条に 規定 する指 定複合

型 サービ ス事業 所を いう。 次条に

おいて同じ。）等の従業者又は訪問

介 護員等 （介護 福祉 士又は 法第８

条 第２項 に規定 する 政令で 定める

者 をいう 。次条 、 第 １３９ 条第２

項 、第１ ４０条 及び 第２２ ０条に

おいて同じ。）として３年以上認知

症 である 者の介 護に 従事し た経験

を 有する 者であ って 、別に 厚生労

働 大臣が 定める 研修 を修了 してい

るものでなければならない。  

（心身の状況等の把握）  （心身の状況等の把握）  

第１１６条  指定小規模多機能型居

宅 介護事 業者は 、指 定小規 模多機

能 型 居 宅 介 護 の 提 供 に 当 た っ て

は 、介護 支援専 門員 （第 １ １１条

第 １２項 の規定 によ り介護 支援専

門 員を配 置して いな いサテ ライト

型 指定小 規模多 機能 型居宅 介護事

業 所にあ っては 、本 体事業 所の介

護 支援専 門員。 以下 この条 及び第

１２２条において同じ。）が開催す

る サービ ス担当 者会 議（介 護支援

専 門員が 居宅サ ービ ス計画 の作成

の ために 居宅サ ービ ス計画 の原案

に 位置付 けた指 定居 宅サー ビス等

（ 法第８ 条第２ ４項 に規定 する指

定 居宅サ ービス 等を いう。 以下同

じ。）の担当者を招集して行う会議

（ テレビ 電話装 置等 を活用 して行

う ことが できる もの とする 。ただ

し 、利用 者等が 参加 する場 合にあ

っ ては、 テレビ 電話 装置等 の活用

に ついて 当該利 用者 等の同 意を得

第１１６条  指定小規模多機能型居

宅 介護事 業者は 、指 定小規 模多機

能 型 居 宅 介 護 の 提 供 に 当 た っ て

は 、介護 支援専 門員 （第 １ １１条

第 １２項 の規定 によ り介護 支援専

門 員を配 置して いな いサテ ライト

型 指定小 規模多 機能 型居宅 介護事

業 所にあ っては 、本 体事業 所の介

護 支援専 門員。 以下 この条 及び第

１２２条において同じ。）が開催す

る サービ ス担当 者会 議（介 護支援

専 門員が 居宅サ ービ ス計画 の作成

の ために 居宅サ ービ ス計画 の原案

に 位置付 けた指 定居 宅サー ビス等

（ 法第８ 条第２ ４項 に規定 する指

定 居宅サ ービス 等を いう。 以下同

じ。）の担当者を招集して行う会議

をいう。）等を通じて、利用者の心

身 の 状 況 、 そ の 置 か れ て い る 環

境 、他の 保健医 療サ ービス 又は福

祉 サービ スの利 用状 況等の 把握に

努めなければならない。  
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たものに限る。） をいう 。）等を通

じ て、利 用者の 心身 の状況 、その

置 かれて いる環 境、 他の保 健医療

サ ービス 又は福 祉サ ービス の利用

状 況等の 把握に 努め なけれ ばなら

ない。  

（ 指定小 規模多 機能 型居宅 介護の

具体的取扱方針）  

（ 指定小 規模多 機能 型居宅 介護の

具体的取扱方針）  

第１２１条  指定小規模多機能型居

宅 介護の 方針は 、次 に掲げ るとこ

ろによる。  

第１２１条  指定小規模多機能型居

宅 介護の 方針は 、次 に掲げ るとこ

ろによる。  

（１）～（５）  （略）  （１）～（５）  （略）  

（ ６）  指定小 規模 多機能 型居宅

介 護 事 業 者 は 、 前 号 の 身 体 的 拘

束 等 を 行 う 場 合 に は 、 そ の 態 様

及 び 時 間 、 そ の 際 の 利 用 者 の 心

身 の 状 況 並 び に 緊 急 や む を 得 な

い 理 由 を 記 録 し な け れ ば な ら な

い。  

（ ６）  指定小 規模 多機能 型居宅

介 護 事 業 者 は 、 前 項 の 身 体 的 拘

束 等 を 行 う 場 合 に は 、 そ の 態 様

及 び 時 間 、 そ の 際 の 利 用 者 の 心

身 の 状 況 並 び に 緊 急 や む を 得 な

い 理 由 を 記 録 し な け れ ば な ら な

い。  

（７）・（８）  （略）  （７）・（８）  （略）  

（運営規程）  （運営規程）  

第１２９条  指定小規模多機能型居

宅 介護事 業者は 、指 定小規 模多機

能 型居宅 介護事 業所 ごとに 、次に

掲 げる事 業の運 営に ついて の重要

事 項に関 する規 程を 定めて おかな

ければならない。  

第１２９条  指定小規模多機能型居

宅 介護事 業者は 、指 定小規 模多機

能 型居宅 介護事 業所 ごとに 、次に

掲 げる事 業の運 営に ついて の重要

事 項に関 する規 程を 定めて おかな

ければならない。  

（１）～（９）  （略）  （１）～（９）  （略）  

（ １０）  虐待 の防 止のた めの措

置に関する事項  

 

（１１）  （略）  （１０）  （略）  

（定員の遵守）  （定員の遵守）  

第１３０条  （略）  第１３０条  （略）  

２  前項本文の規定にかかわらず、

過 疎地域 その他 これ に類す る地域

に おいて 、地域 の実 情によ り当該

地 域にお ける指 定小 規模多 機能型

居 宅介護 の効率 的運 営に必 要であ

る と市が 認めた 場合 は、指 定小規

模 多機能 型居宅 介護 事業者 は、市

が 認めた 日から 介護 保険事 業計画
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（ 法第１ １７条 第１ 項に規 定する

市 町村介 護保険 事業 計画を いう。

以下この項において同じ。）の終期

ま で（市 が次期 の介 護保険 事業計

画 を作成 するに 当た って、 新規に

代 替サー ビスを 整備 するよ りも既

存 の指定 小規模 多機 能型居 宅介護

事 業所を 活用す るこ とがよ り効率

的 で あ る と 認 め た 場 合 に あ っ て

は 、次期 の介護 保険 事業計 画の終

期 まで） に限り 、登 録定員 並びに

通 いサー ビス及 び宿 泊サー ビスの

利 用定員 を超え て指 定小規 模多機

能 型居宅 介護の 提供 を行う ことが

できる。  

（準用）  （準用）  

第１３６条  第９条から第１３条ま

で 、第２ ０条、 第２ ２条、 第２８

条 、第３ ２条の ２ 、 第３４ 条から

第３８条まで、第４０条から第４１

条 まで、 第６９ 条、 第７１ 条及び

第 ７３条 から第 ７５ 条まで の規定

は 、指定 小規模 多機 能型居 宅介護

の 事業に ついて 準用 する。 この場

合 におい て、第 ９条 第１項 中「第

３ １条に 規定す る運 営規程 」とあ

る のは「 第１２ ９条 に規定 する重

要 事項に 関する 規程 」と、 同項、

第 ３２条 の２第 ２項 、第３ ４条第

１ 項、第 ３５条 並び に第４ ０条の

２ 第 １ 号 及 び 第 ３ 号 中 「 定 期 巡

回 ・随時 対応型 訪問 介護看 護従業

者 」とあ るのは 「小 規模多 機能型

居 宅介護 従業者 」と 、第６ ９条第

２ 項中「 この節 」と あるの は「第

６ 章第４ 節」と 、第 ７１条 第３項

及 び第４ 項並び に第 ７４条 第２項

第 １号及 び第３ 号 中 「地域 密着型

通 所介護 従業者 」と あるの は「小

規 模 多 機 能 型 居 宅 介 護 従 業 者 」

と 、第７ ５条第 １項 中「地 域密着

型 通所介 護につ いて 知見を 有する

者 」とあ るのは 「小 規模多 機能型

第１３６条  第９条から第１３条ま

で 、第２ ０条、 第２ ２条、 第２８

条 、第３ ４条か ら第 ３８条 まで、

第 ４０条 、第４ １条 、第６ ９条、

第 ７１条 及び第 ７３ 条から 第７５

条 までの 規定は 、指 定 小規 模多機

能 型居宅 介護の 事業 につい て準用

す る。こ の場合 にお いて、 第９条

第 １項中 「第３ １条 に規定 する運

営 規程」 とある のは 「第１ ２９条

に 規 定 す る 重 要 事 項 に 関 す る 規

程」と、「定期巡回・随時対応型訪

問 介 護 看 護 従 業 者 」 と あ る の は

「 小 規 模 多 機 能 型 居 宅 介 護 従 業

者 」と、 第３４ 条及 び第３ ５条中

「 定期巡 回・随 時対 応型訪 問介護

看 護従業 者」と ある のは「 小規模

多 機能型 居宅介 護従 業者」 と 、第

６ ９条第 ２項中 「こ の節」 とある

の は「第 ６章第 ４節 」と、 第７１

条 第３項 中「地 域密 着型通 所介護

従 業者」 とある のは 「小規 模多機

能 型居宅 介護従 業者 」と、 第 ７５

条 第１項 中「地 域密 着型通 所介護

に ついて 知見を 有す る者」 とある

の は「小 規模多 機能 型居宅 介護に

ついて知見を有する者」と、「６か
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居 宅 介 護 に つ い て 知 見 を 有 す る

者」と、「６か月」とあるのは「２

か月」と、「活動状況」とあるのは

「 通いサ ービス 及び 宿泊サ ービス

の 提供回 数等の 活動 状況」 と読み

替えるものとする。  

月」とあるのは「２か月」と、「活

動 状況」 とある のは 「通い サービ

ス 及び宿 泊サー ビス の提供 回数等

の 活動状 況」と 読み 替える ものと

する。  

（従業者の員数）  （従業者の員数）  

第１３８条  指定認知症対応型共同

生 活 介 護 の 事 業 を 行 う 者 （ 以 下

「 指定認 知症対 応型 共同生 活介護

事業者」という。）が当該事業を行

う 事業所 （以下 「指 定認知 症対応

型共同生活介護事業所」という。）

ご とに置 くべき 指定 認知症 対応型

共 同生活 介護の 提供 に当た る従業

者（以下「介護従業者」という。）

の 員数は 、当該 指定 認知症 対応型

共 同生活 介護事 業所 を構成 する共

同 生活住 居ごと に、 夜間及 び深夜

の 時間帯 以外の 時間 帯に指 定認知

症 対応型 共同生 活介 護の提 供に当

た る介護 従業者 を、 常勤換 算方法

で 、 当 該 共 同 生 活 住 居 の 利 用 者

（ 当該指 定認知 症対 応型共 同生活

介 護事業 者が指 定介 護予防 認知症

対 応型共 同生活 介護 事業者 （指定

地 域密着 型介護 予防 サービ ス基準

条 例第７ １条第 １項 に規定 する指

定 介護予 防認知 症対 応型共 同生活

介護事業者をいう。以下同じ。）の

指 定を併 せて受 け、 かつ、 指定認

知 症対応 型共同 生活 介護の 事業と

指 定介護 予防認 知症 対応型 共同生

活 介護（ 指定地 域密 着型介 護予防

サ ービス 基準条 例第 ７０条 に規定

す る指定 介護予 防認 知症対 応型共

同生活介護をいう。以下同じ。）の

事 業とが 同一の 事業 所にお いて一

体 的に運 営され てい る場合 にあっ

て は、当 該事業 所に おける 指定認

知 症対応 型共同 生活 介護又 は指定

介 護予防 認知症 対応 型共同 生活介

護 の 利 用 者 。 以 下 こ の 条 及 び 第

第１３８条  指定認知症対応型共同

生 活 介 護 の 事 業 を 行 う 者 （ 以 下

「 指定認 知症対 応型 共同生 活介護

事業者」という。）が当該事業を行

う 事業所 （以下 「指 定認知 症対応

型共同生活介護事業所」という。）

ご とに置 くべき 指定 認知症 対応型

共 同生活 介護の 提供 に当た る従業

者（以下「介護従業者」という。）

の 員数は 、当該 指定 認知症 対応型

共 同生活 介護事 業所 を構成 する共

同 生活住 居ごと に、 夜間及 び深夜

の 時間帯 以外の 時間 帯に指 定認知

症 対応型 共同生 活介 護の提 供に当

た る介護 従業者 を、 常勤換 算方法

で 、 当 該 共 同 生 活 住 居 の 利 用 者

（ 当該指 定認知 症対 応型共 同生活

介 護事業 者が指 定介 護予防 認知症

対 応型共 同生活 介護 事業者 （指定

地 域密着 型介護 予防 サービ ス基準

条 例第７ １条第 １項 に規定 する指

定 介護予 防認知 症対 応型共 同生活

介護事業者をいう。以下同じ。）の

指 定を併 せて受 け、 かつ、 指定認

知 症対応 型共同 生活 介護の 事業と

指 定介護 予防認 知症 対応型 共同生

活 介護（ 指定地 域密 着型介 護予防

サ ービス 基準条 例第 ７０条 に規定

す る指定 介護予 防認 知症対 応型共

同生活介護をいう。以下同じ。）の

事 業とが 同一の 事業 所にお いて一

体 的に運 営され てい る場合 にあっ

て は、当 該事業 所 に おける 指定認

知 症対応 型共同 生活 介護又 は指定

介 護予防 認知症 対応 型共同 生活介

護 の 利 用 者 。 以 下 こ の 条 及 び 第
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１４１条において同じ。）の数が３

又 はその 端数を 増す ごとに １以上

と するほ か、夜 間及 び深夜 の時間

帯 を通じ て１以 上の 介護従 業者に

夜 間及び 深夜の 勤務 （夜間 及び深

夜 の時間 帯に行 われ る勤務 （宿直

勤務を除く。）をいう。以下この項

において同じ。）を行わせるために

必 要な数 以上と する 。 ただ し、当

該 指定認 知症対 応型 共同生 活介護

事 業所の 有する 共同 生活住 居の数

が ３であ る場合 にお いて、 当該共

同 生活住 居が全 て同 一の階 におい

て 隣接し 、介護 従業 者が円 滑な利

用 者の状 況把握 及び 速やか な対応

を 行うこ とが可 能な 構造で ある場

合 であっ て、当 該指 定認知 症対応

型 共同生 活介護 事業 者によ る安全

対 策が講 じられ 、利 用者の 安全性

が 確保さ れてい ると 認めら れると

き は、夜 間及び 深夜 の時間 帯に指

定 認知症 対応型 共同 生活介 護事業

所 ごとに 置くべ き介 護従業 者の員

数 は、夜 間及び 深夜 の時間 帯を通

じ て２以 上の介 護従 業者に 夜間及

び 深夜の 勤務を 行わ せる た めに必

要な数以上とすることができる。  

１４１条において同じ。）の数が３

又 はその 端数を 増す ごとに １以上

と するほ か、夜 間及 び深夜 の時間

帯 を通じ て１以 上の 介護従 業者に

夜 間及び 深夜の 勤務 （夜間 及び深

夜 の時間 帯に行 われ る勤務 （宿直

勤務を除く。）をいう 。）を行わせ

るために必要な数以上とする。  

２～４  （略）  ２～４  （略）  

５  指定認知症対応型共同生活介護

事 業者は 、指定 認知 症対応 型共同

生 活介護 事業所 ごと に、保 健医療

サ ービス 又は福 祉サ ービス の利用

に 係る計 画の作 成に 関し知 識及び

経 験を有 する者 であ って認 知症対

応 型共同 生活介 護計 画の作 成を担

当 させる のに適 当と 認めら れるも

の を専ら その職 務に 従事す る計画

作 成 担 当 者 と し な け れ ば な ら な

い 。ただ し、利 用者 の処遇 に支障

が ない場 合は、 当該 指定認 知症対

応 型共同 生活介 護事 業所 に おける

他 の職務 に従事 する ことが できる

ものとする。  

５  指定認知症対応型共同生活介護

事 業者は 、 共同 生活 住居 ご とに、

保 健医療 サービ ス又 は福祉 サービ

ス の利用 に係る 計画 の作成 に関し

知 識及び 経験を 有す る者で あって

認 知症対 応型共 同生 活介護 計画の

作 成を担 当させ るの に適当 と認め

ら れるも のを専 らそ の職務 に従事

す る計画 作成担 当者 としな ければ

な らない 。ただ し、 利用者 の処遇

に 支障が ない場 合は 、当該 共同生

活 住居に おける 他の 職務に 従事す

ることができるものとする。  
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６～８  （略）  ６～８  （略）  

９  第 ７ 項 本 文 の 規 定 に か か わ ら

ず 、サテ ライト 型指 定認知 症対応

型 共同生 活介護 事業 所（指 定認知

症 対応型 共同生 活介 護事業 所であ

っ て、指 定居宅 サー ビ ス事 業等そ

の 他の保 健医療 又は 福祉に 関する

事 業につ いて３ 年以 上の経 験を有

す る指定 認知症 対応 型共同 生活介

護 事業者 により 設置 される 当該指

定 認知症 対応型 共同 生活介 護事業

所 以外の 指定認 知症 対応型 共同生

活 介護事 業所で あっ て当該 指定認

知 症対応 型共同 生活 介護事 業所に

対 して指 定認知 症対 応型共 同生活

介 護の提 供に係 る支 援を行 うもの

（ 以下こ の章に おい て「本 体事業

所」という。）との密接な連携の下

に 運営さ れるも のを いう。 以下同

じ。）については、介護支援専門員

で ある計 画作成 担当 者に代 えて、

第 ６項の 別に厚 生労 働大臣 が定め

る 研修を 修了し てい る者を 置くこ

とができる。  

 

１０  （略）  ９  （略）  

１１  （略）  １０  （略）  

（管理者）  （管理者）  

第１３９条  （略）  第１３９条  （略）  

２  前項本文の規定にかかわらず、

共 同生活 住居の 管理 上支障 がない

場 合は、 サテラ イト 型指定 認知症

対 応型共 同生活 介護 事業所 におけ

る 共同生 活住居 の管 理者は 、本体

事 業所に おける 共同 生活住 居の管

理 者 を も っ て 充 て る こ と が で き

る。  

 

３  （略）  ２  （略）  

（設備）  （設備）  

第１４１条  指定認知症対応型共同

生 活介護 事業所 は、 共同生 活住居

を 有する ものと し、 その数 は１ 以

上 ３以下 （サテ ライ ト型指 定認知

第１４１条  指定認知症対応型共同

生 活介護 事業所 は、 共同生 活住居

を 有する ものと し、 その数 は１ 又

は ２とす る。た だし 、指定 認知症
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症 対応型 共同生 活介 護事業 所にあ

っては、１又は２）とする。  

対 応型共 同生活 介護 事業所 に係る

用 地の確 保が困 難で あるこ とその

他 地域の 実情に より 指定認 知症対

応 型共同 生活介 護事 業所の 効率的

運 営に必 要と認 めら れる場 合は、

一 の事業 所にお ける 共同生 活住居

の数を３とすることができる。  

２～７  （略）  ２～７  （略）  

（ 指定認 知症対 応型 共同生 活介護

の取扱方針）  

（ 指定認 知症対 応型 共同生 活介護

の取扱方針）  

第１４５条  （略）  第１４５条  （略）  

２～６  （略）  ２～６  （略）  

７  指定認知症対応型共同生活介護

事 業者は 、身体 的拘 束等の 適正化

を 図るた め、次 に掲 げる措 置を講

じなければならない。  

７  指定認知症対応型共同生活介護

事 業者は 、身体 的拘 束等の 適正化

を 図るた め、次 に掲 げる措 置を講

じなければならない。  

（ １）  身体的 拘束 等の適 正化の

た め の 対 策 を 検 討 す る 委 員 会

（ テ レ ビ 電 話 装 置 等 を 活 用 し て

行うことができるものとする。）

を ３ か 月 に １ 回 以 上 開 催 す る と

と も に 、 そ の 結 果 に つ い て 、 介

護 従 業 者 そ の 他 の 従 業 者 に 周 知

徹底を図ること。  

（ １）  身体的 拘束 等の適 正化の

た め の 対 策 を 検 討 す る 委 員 会 を

３ か 月 に １ 回 以 上 開 催 す る と と

も に 、 そ の 結 果 に つ い て 、 介 護

従 業 者 そ の 他 の 従 業 者 に 周 知 徹

底を図ること。  

（２）・（３）  （略）  （２）・（３）  （略）  

８  指定認知症対応型共同生活介護

事 業者は 、自ら その 提供す る指定

認 知症対 応型共 同生 活介護 の質の

評 価を行 うとと もに 、定期 的に 次

に 掲 げ る い ず れ か の 評 価 を 受 け

て 、それ らの結 果を 公表し 、常に

そ の 改 善 を 図 ら な け れ ば な ら な

い。  

８  指定認知症対応型共同生活介護

事 業者は 、自ら その 提供す る指定

認 知症対 応型共 同生 活介護 の質の

評 価を行 うとと もに 、定期 的に 外

部 の者に よる 評 価を 受けて 、それ

ら の結果 を公表 し、 常にそ の改善

を図らなければならない。  

（１）  外部の者による評価   

（ ２）  第１５ ６条 におい て準用

す る 第 ７ ５ 条 第 １ 項 に 規 定 す る

運営推進会議における評価  

 

（管理者による管理）  （管理者による管理）  

第１４９条  共同生活住居の管理者

は 、同時 に介護 保険 施設、 指定居

宅 サービ ス、指 定地 域密着 型サー

第１４９条  共同生活住居の管理者

は 、同時 に介護 保険 施設、 指定居

宅 サービ ス、指 定地 域密着 型サー
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ビ ス（サ テライ ト型 指定認 知症対

応 型 共 同 生 活 介 護 事 業 所 の 場 合

は 、本体 事業所 が提 供する 指定認

知 症 対 応 型 共 同 生 活 介 護 を 除

く 。）、指定介護予防サービス若し

く は指定 地域密 着型 介護予 防サー

ビ スの事 業を行 う事 業所、 病院、

診 療所又 は社会 福祉 施設を 管理す

る 者 で あ っ て は な ら な い 。 た だ

し 、これ らの事 業所 、施設 等が同

一 敷地内 にある こと 等によ り当該

共 同生活 住居の 管理 上支障 がない

場合は、この限りでない。  

ビ ス、指 定介護 予防 サービ ス若し

く は指定 地域密 着型 介護予 防サー

ビ スの事 業を行 う事 業所、 病院、

診 療所又 は社会 福祉 施設を 管理す

る 者 で あ っ て は な ら な い 。 た だ

し 、これ らの事 業所 、施設 等が同

一 敷地内 にある こと 等によ り当該

共 同生活 住居の 管理 上支障 がない

場合は、この限りでない。  

（運営規程）  （運営規程）  

第１５０条  指定認知症対応型共同

生 活介護 事業者 は、 共同生 活住居

ご とに、 次に掲 げる 事業の 運営に

つ いての 重要事 項に 関する 規程を

定めておかなければならない。  

第１５０条  指定認知症対応型共同

生 活介護 事業者 は、 共同生 活住居

ご とに、 次に掲 げる 事業の 運営に

つ いての 重要事 項に 関する 規程を

定めておかなければならない。  

（１）～（６）  （略）  （１）～（６）  （略）  

（ ７）  虐待の 防止 のため の措置

に関する事項  

 

（８）  （略）  （７）  （略）  

（勤務体制の確保等）  （勤務体制の確保等）  

第１５１条  （略）  第１５１条  （略）  

２  （略）  ２  （略）  

３  指定認知症対応型共同生活介護

事 業者は 、介護 従業 者の資 質の向

上 のため に、そ の研 修の機 会を確

保 しなけ ればな らな い。 こ の場合

に おいて 、当該 指定 認知症 対応型

共 同生活 介護事 業者 は、全 ての介

護 従業者 （看護 師、 准看護 師、介

護 福祉士 、介護 支援 専門員 、法第

８ 条第２ 項に規 定す る政令 で定め

る 者等の 資格を 有す る者そ の他こ

れに類する者を除く。）に対し、認

知 症介護 に係る 基礎 的な研 修を受

講 させる ために 必要 な措置 を講じ

なければならない。  

３  指定認知症対応型共同生活介護

事 業者は 、介護 従業 者の資 質の向

上 のため に、そ の研 修の機 会を確

保しなければならない。  

４  指定認知症対応型共同生活介護

事 業者は 、適切 な指 定認知 症対応
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型 共同生 活介護 の提 供を確 保する

観 点から 、職場 にお いて行 われる

性 的な言 動又は 優越 的な関 係を背

景 とした 言動で あっ て業務 上必要

か つ相当 な範囲 を超 えたも のによ

り 介護従 業者の 就業 環境が 害され

る ことを 防止す るた めの方 針の明

確 化等の 必要な 措置 を講じ なけれ

ばならない。  

（準用）  （準用）  

第１５６条  第９条、第１０条、第

１ ２条、 第１３ 条、 第２２ 条、第

２ ８条、 第３２ 条の ２ 、第 ３４条

か ら第３ ６条ま で、 第３８ 条、第

４ ０条か ら第４ １条 まで 、 第６９

条 、第７ ４条、 第７ ５条第 １項か

ら 第 ４ 項 ま で 、 第 １ ２ ８ 条 、 第

１ ３ １ 条 及 び 第 １ ３ ３ 条 の 規 定

は 、指定 認知症 対応 型共同 生活介

護 の事業 につい て準 用する 。この

場 合 に お い て 、 第 ９ 条 第 １ 項 中

「 第３１ 条に規 定す る運営 規程」

と あるの は「第 １５ ０条に 規定す

る 重要事 項に関 する 規程」 と、 同

項 、第３ ２条の ２第 ２項、 第３４

条 第１項 、第３ ５条 並びに 第４０

条 の２第 １号及 び第 ３号中 「定期

巡 回・随 時対応 型訪 問介護 看護従

業 者」と あるの は「 介護従 業者」

と 、第６ ９条第 ２項 中「こ の節」

と あるの は「第 ７章 第４節 」と 、

第 ７４条 第２項 第１ 号及び 第３号

中 「地域 密着型 通所 介護従 業者」

と あるの は「介 護従 業者」 と 、第

７ ５条第 １項中 「地 域密着 型通所

介 護につ いて知 見を 有する 者」と

あ るのは 「認知 症対 応型共 同生活

介 護 に つ い て 知 見 を 有 す る 者 」

と 、「 ６ か 月 」 と あ る の は 「 ２ か

月 」と、 第１２ ８条 中「小 規模多

機 能 型 居 宅 介 護 従 業 者 」 と

あ る の は 「 介 護 従 業 者 」 と 、 第

１ ３１条 中「指 定小 規模多 機能型

第１５６条  第９条、第１０条、第

１ ２条、 第１３ 条、 第２２ 条、第

２ ８条、 第３４ 条か ら第３ ６条ま

で 、第３ ８条、 第４ ０条 、 第４１

条 、第６ ９条、 第７ ４条、 第７５

条第１項から第４項まで、第１２８

条 、第１ ３１条 及び 第１３ ３条の

規 定は、 指定認 知症 対応型 共同生

活 介護の 事業に つい て準用 する。

こ の場合 におい て、 第９条 第１項

中 「 第 ３ １ 条 に 規 定 す る 運 営 規

程 」とあ るのは 「第 １５０ 条に規

定 す る 重 要 事 項 に 関 す る 規 程 」

と、「定期巡回・随時対応型訪問介

護 看護従 業者」 とあ るのは 「介護

従 業者」 と 、第 ３４ 条及び 第３５

条 中「定 期巡回 ・随 時対応 型訪問

介 護看護 従業者 」と あるの は「介

護 従業者 」と 、 第６ ９条第 ２項中

「 この節 」とあ るの は「第 ７章第

４ 節」と 、第７ ５条 第１項 中「地

域 密着型 通所介 護に ついて 知見を

有 する者 」とあ るの は「認 知症対

応 型共同 生活介 護に ついて 知見を

有する者」と、「６か月」とあるの

は 「 ２ か 月 」 と 、 第 １ ２ ８ 条 中

「 小 規 模 多 機 能 型 居 宅 介 護 従 業

者 」 と あ る の は 「 介 護 従 業 者 」

と 、第１ ３１条 中「 指定小 規模多

機 能型居 宅介護 事業 者」と あるの

は 「指定 認知症 対応 型共同 生活介

護 事業者 」と読 み替 えるも のとす

る。  
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居 宅介護 事業者 」と あるの は「指

定 認知症 対応型 共同 生活介 護事業

者」と読み替えるものとする。  

（ 指定地 域密着 型特 定施設 入居者

生活介護の取扱方針）  

（ 指定地 域密着 型特 定施設 入居者

生活介護の取扱方針）  

第１６５条  （略）  第１６５条  （略）  

２～５  （略）  ２～５  （略）  

６  指定地域密着型特定施設入居者

生 活介護 事業者 は、 身体的 拘束等

の 適正化 を図る ため 、次に 掲げる

措置を講じなければならない。  

６  指定地域密着型特定施設入居者

生 活介護 事業者 は、 身体的 拘束等

の 適正化 を図る ため 、次に 掲げる

措置を講じなければならない。  

（ １）  身体的 拘束 等の適 正化の

た め の 対 策 を 検 討 す る 委 員 会

（ テ レ ビ 電 話 装 置 等 を 活 用 し て

行うことができるものとする。）

を ３ か 月 に １ 回 以 上 開 催 す る と

と も に 、 そ の 結 果 に つ い て 、 介

護 職 員 そ の 他 の 従 業 者 に 周 知 徹

底を図ること。  

（ １）  身体的 拘束 等の適 正化の

た め の 対 策 を 検 討 す る 委 員 会 を

３ か 月 に １ 回 以 上 開 催 す る と と

も に 、 そ の 結 果 に つ い て 、 介 護

職 員 そ の 他 の 従 業 者 に 周 知 徹 底

を図ること。  

（２）・（３）  （略）  （２）・（３）  （略）  

７  （略）  ７  （略）  

（運営規程）  （運営規程）  

第１７２条  指定地域密着型特定施

設 入居者 生活介 護事 業者は 、指定

地 域密着 型特定 施設 ごとに 、次に

掲 げる事 業の運 営に ついて の重要

事 項に関 する規 程を 定めて おかな

ければならない。  

第１７２条  指定地域密着型特定施

設 入居者 生活介 護事 業者は 、指定

地 域密着 型特定 施設 ごとに 、次に

掲 げる事 業の運 営に ついて の重要

事 項に関 する規 程を 定めて おかな

ければならない。  

（１）～（８）  （略）  （１）～（８）  （略）  

（ ９）  虐待の 防止 のため の措置

に関する事項  

 

（１０）  （略）  （９）  （略）  

（勤務体制の確保等）  （勤務体制の確保等）  

第１７３条  （略）  第１７３条  （略）  

２・３  （略）  ２・３  （略）  

４  指定地域密着型特定施設入居者

生 活介護 事業者 は、 地域密 着型特

定 施設従 業者の 資質 の向上 のため

に 、その 研修の 機会 を確保 しなけ

れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に お い

て 、当該 指定地 域密 着型特 定施設

４  指定地域密着型特定施設入居者

生 活介護 事業者 は、 地域密 着型特

定 施設従 業者の 資質 の向上 のため

に 、その 研修の 機会 を確保 しなけ

ればならない。  
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入 居者生 活介護 事業 者は、 全ての

地 域密着 型特定 施設 従業者 （看護

師 、准看 護師、 介護 福祉士 、介護

支 援専門 員、法 第８ 条第２ 項に規

定 する政 令で定 める 者等の 資格を

有 する者 その他 これ に類す る者を

除く。）に対し、認知症介護に係る

基 礎的な 研修を 受講 させる ために

必 要な措 置を講 じな ければ ならな

い。  

５  指定地域密着型特定施設入居者

生 活介護 事業者 は、 適切な 指定地

域 密着型 特定施 設入 居者生 活介護

の 提供を 確保す る観 点から 、職場

に おいて 行われ る性 的な言 動又は

優 越的な 関係を 背景 とした 言動で

あ って業 務上必 要か つ相当 な範囲

を 超えた ものに より 地域密 着型特

定 施設従 業者の 就業 環境が 害され

る ことを 防止す るた めの方 針の明

確 化等の 必要な 措置 を講じ なけれ

ばならない。  

 

（準用）  （準用）  

第１７６条  第１２条、第１３条、

第 ２２条 、第２ ８条 、第３ ２条の

２ 、第３ ４条か ら第 ３８条 まで、

第４０条から第４１条まで、第６９

条 、第７ ３条、 第７ ４条、 第 ７５

条 第 １ 項 か ら 第 ４ 項 ま で 及 び 第

１ ２８条 の規定 は、 指定地 域密着

型 特定施 設入居 者生 活介護 の事業

に ついて 準用す る。 この 場 合にお

いて、第３２条の２第２項、第３４

条 第１項 、第３ ５条 並びに 第４０

条 の２第 １号及 び第 ３号 中 「定期

巡 回・随 時対応 型訪 問介護 看護従

業 者」と あるの は「 地域密 着型特

定 施設従 業者」 と、 第６９ 条第２

項 中「こ の節」 とあ るのは 「第８

章 第４節 」と 、 第７ ４条第 ２項第

１ 号及び 第３号 中「 地域密 着型通

所 介護従 業者」 とあ るの は 「地域

密着型特定施設従業者」と、第７５

第１７６条  第１２条、第１３条、

第 ２２条 、第２ ８条 、第３ ４条か

ら第３８条まで、第４０条、第４１

条 、第６ ９条、 第 ７ ３条、 第７４

条 、第７ ５条第 １項 から第 ４項ま

で 及び第 １２８ 条の 規定は 、指定

地 域密着 型特定 施設 入居者 生活介

護 の事業 に つい て準 用する 。この

場合において、第３４条及び第３５

条 中「定 期巡回 ・随 時対応 型訪問

介 護看護 従業者 」と あるの は「地

域 密着型 特定施 設従 業者」 と、第

６ ９条第 ２項中 「こ の節」 とある

の は「第 ８章第 ４節 」と、 第７５

条 第１項 中「地 域密 着型通 所介護

に ついて 知見を 有す る者」 とある

の は「地 域密着 型特 定施設 入居者

生 活 介 護 に つ い て 知 見 を 有 す る

者」と、「６か月」とあるのは「２

か月」と読み替えるものとする。  
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条 第１項 中「地 域密 着型通 所介護

に ついて 知見を 有す る者」 とある

の は「地 域密着 型特 定施設 入居者

生 活 介 護 に つ い て 知 見 を 有 す る

者」と、「６か月」とあるのは「２

か月」と読み替えるものとする。  

（従業者の員数）  （従業者の員数）  

第１７８条  指定地域密着型介護老

人 福祉施 設に置 くべ き従業 者の員

数 は 、 次 の と お り と す る 。 た だ

し 、他の 社会福 祉施 設等の 栄養士

又 は管理 栄養士 との 連携を 図るこ

と により 当該指 定地 域密着 型介護

老 人福祉 施設の 効果 的な運 営を期

待 す る こ と が で き る 場 合 で あ っ

て 、入所 者の処 遇に 支障が ないと

き は、第 ４号の 栄養 士又は 管理栄

養士を置かないことができる。  

第１７８条  指定地域密着型介護老

人 福祉施 設に置 くべ き従業 者の員

数は、次のとおりとする。  

（１）～（３）  （略）  （１）～（３）  （略）  

（４）  栄養士又は管理栄養士  １

以上  

（４）  栄養士  １以上  

（５）・（６）  （略）  （５）・（６）  （略）  

２  （略）  ２  （略）  

３  指定地域密着型介護老人福祉施

設 の従業 者は、 専ら 当該指 定地域

密 着型介 護老人 福祉 施設の 職務に

従 事する 者でな けれ ばなら ない。

た だし、 入所者 の処 遇に支 障がな

い場合は、この限りでない。  

３  指定地域密着型介護老人福祉施

設 の従業 者は、 専ら 当該指 定地域

密 着型介 護老人 福祉 施設の 職務に

従 事する 者でな けれ ばなら ない。

た だし、 指定地 域密 着型介 護老人

福 祉施設 （ユニ ット 型指定 地域密

着 型介護 老人福 祉施 設（第 ２０５

条 に規定 するユ ニッ ト型指 定地域

密 着型介 護老人 福祉 施設を いう。

以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。） を 除

く。以下この項において同じ。）に

ユ ニット 型指定 介護 老人福 祉施設

（ 指定介 護老人 福祉 施設の 人員、

設 備及び 運営に 関す る基準 （平成

１ １ 年 厚 生 省 令 第 ３ ９ 号 。 以 下

「 指定介 護老人 福祉 施設基 準」と

い う。） 第 ３８ 条に 規定す るユニ

ッ ト型指 定介護 老人 福祉施 設をい

う。以下この項において同じ。）を
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併 設する 場合の 指定 地域密 着型介

護 老人福 祉施設 及び ユニッ ト型指

定 介護老 人福祉 施設 の介護 職員及

び 看護職 員（指 定介 護老人 福祉施

設 基準第 ４７条 第２ 項の規 定に基

づき配置される看護職員に限る。）

又 は指定 地域密 着型 介護老 人福祉

施 設にユ ニット 型指 定地域 密着型

介 護老人 福祉施 設を 併設す る場合

の 指定地 域密着 型介 護老人 福祉施

設 及びユ ニット 型指 定地域 密着型

介 護老人 福祉施 設の 介護職 員及び

看 護職員 （第２ １４ 条第２ 項の規

定 に基づ き配置 され る看護 職員に

限る。）を除き、入所者の処遇に支

障 が な い 場 合 は 、 こ の 限 り で な

い。  

４  第１項第１号の規定にかかわら

ず 、サテ ライト 型居 住施設 （当該

施 設を設 置しよ うと する者 により

設 置され る当該 施設 以外の 指定介

護 老人福 祉施設 、指 定地域 密着型

介 護老人 福祉施 設（ サテラ イト型

居 住施設 である 指定 地域密 着型介

護 老人福 祉施設 を除 く。第 ８項第

１ 号及び 第１７ 項、 次条第 １項第

６ 号並び に第２ ０７ 条第１ 項第３

号において同じ。）、介護老人保健

施 設、介 護医療 院又 は病院 若しく

は 診療所 であっ て当 該施設 に対す

る 支援機 能を有 する もの（ 以下こ

の 章 に お い て 「 本 体 施 設 」 と い

う 。） と の 密 接 な 連 携 を 確 保 し つ

つ 、本体 施設と は別 の場所 で運営

さ れる指 定地域 密着 型介護 老人福

祉施設をいう。以下同じ。）の医師

に ついて は、本 体施 設の医 師によ

り 当該サ テライ ト型 居住施 設の入

所 者の健 康管理 が適 切に行 われる

と 認めら れると きは 、これ を置か

ないことができる。  

４  第１項第１号の規定にかかわら

ず 、サテ ライト 型居 住施設 （当該

施 設を設 置しよ うと する者 により

設 置され る当該 施設 以外の 指定介

護 老人福 祉施設 、指 定地域 密着型

介 護老人 福祉施 設（ サテラ イト型

居 住施設 である 指定 地域密 着型介

護 老人福 祉施設 を除 く。第 ８項第

１ 号及び 第１７ 項、 第１７ ９条第

１ 項第６ 号 並び に第 ２０７ 条第１

項第３号において同じ 。）、介護老

人 保健施 設、介 護医 療院又 は病院

若 しくは 診療所 であ って当 該施設

に 対 す る 支 援 機 能 を 有 す る も の

（ 以 下 こ の 章 に お い て 「 本 体 施

設」という。）との密接な連携を確

保 しつつ 、本体 施設 とは別 の場所

で 運営さ れる指 定地 域密着 型介護

老人福祉施設をいう。以下同じ。）

の 医師に ついて は、 本体施 設の医

師 により 当該サ テラ イト型 居住施

設 の入所 者の健 康管 理が適 切に行

わ れると 認めら れる ときは 、これ

を置かないことができる。  

５～７  （略）  ５～７  （略）  

８  第１項第２号及び第４号から第 ８  第１項第２号及び第４号から第
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６ 号まで の規定 にか かわら ず、サ

テ ラ イ ト 型 居 住 施 設 の 生 活 相 談

員 、栄養 士若し くは 管理栄 養士 、

機 能訓練 指導員 又は 介護支 援専門

員 につい ては、 次に 掲げる 本体施

設 の場合 には、 次の 各号に 掲げる

区 分に応 じ、当 該各 号に定 める職

員 により 当該サ テラ イト型 居住施

設 の入所 者の処 遇が 適切に 行われ

る と認め られる とき は、こ れを置

かないことができる。  

６ 号まで の規定 にか かわら ず、サ

テ ラ イ ト 型 居 住 施 設 の 生 活 相 談

員 、栄養 士、機 能訓 練指導 員又は

介 護支援 専門員 につ いては 、次に

掲 げる本 体施設 の場 合には 、次の

各 号に掲 げる区 分に 応じ、 当該各

号 に定め る職員 によ り当該 サテラ

イ ト型居 住施設 の入 所者の 処遇が

適 切に行 われる と認 められ るとき

は 、 こ れ を 置 か な い こ と が で き

る。  

（ １）  指定介 護老 人福祉 施設又

は 指 定 地 域 密 着 型 介 護 老 人 福 祉

施 設  生 活 相 談 員 、 栄 養 士 若 し

く は 管 理 栄 養 士 、 機 能 訓 練 指 導

員又は介護支援専門員  

（ １）  指定介 護老 人福祉 施設又

は 指 定 地 域 密 着 型 介 護 老 人 福 祉

施 設  栄 養 士 、 機 能 訓 練 指 導 員

又は介護支援専門員  

（ ２）  介護老 人保 健施設  支援

相 談 員 、 栄 養 士 若 し く は 管 理 栄

養 士 、 理 学 療 法 士 、 作 業 療 法 士

若 し く は 言 語 聴 覚 士 又 は 介 護 支

援専門員  

（ ２）  介護老 人保 健施設  支援

相 談 員 、 栄 養 士 、 理 学 療 法 士 、

作 業 療 法 士 若 し く は 言 語 聴 覚 士

又は介護支援専門員  

（ ３）  病院  栄養 士若し くは管

理 栄 養 士 （ 病 床 数 １ ０ ０ 以 上 の

病院の場合に限る。）又は介護支

援 専 門 員 （ 指 定 介 護 療 養 型 医 療

施設の場合に限る。）  

（ ３ ）  病 院  栄 養 士 （ 病 床 数

１ ０ ０ 以 上 の 病 院 の 場 合 に 限

る。）又は介護支援専門員（指定

介 護 療 養 型 医 療 施 設 の 場 合 に 限

る。）  

（ ４）  介護医 療院  栄養 士若し

く は 管 理 栄 養 士 又 は 介 護 支 援 専

門員  

（ ４）  介護医 療院  栄養 士又は

介護支援専門員  

９～１２  （略）  ９～１２  （略）  

１３  指定地域密着型介護老人福祉

施 設に指 定通所 介護 事業所 （指定

居 宅サー ビス等 基準 第９３ 条第１

項 に規定 する指 定通 所介護 事業所

をいう。以下同じ。）、指定短期入

所 生活介 護事業 所等 、指定 地域密

着 型通所 介護事 業所 又は併 設型指

定 認知症 対応型 通所 介護の 事業を

行 う事業 所若し くは 指定地 域密着

型 介護予 防サー ビス 基準条 例第５

条 第１項 に規定 する 併設型 指定介

護 予防認 知症対 応型 通所介 護の事

１３  指定地域密着型介護老人福祉

施 設に指 定通所 介護 事業所 （指定

居 宅サー ビス等 基準 第９３ 条第１

項 に規定 する指 定通 所介護 事業所

をいう。以下同じ。）、指定短期入

所 生活介 護事業 所等 、指定 地域密

着 型通所 介護事 業所 又は併 設型指

定 認知症 対応型 通所 介護の 事業を

行 う事業 所若し くは 指定地 域密着

型 介護予 防サー ビス 基準条 例第５

条 第１項 に規定 する 併設型 指定介

護 予防認 知症対 応型 通所介 護の 事
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業 を行う 事業所 が併 設され る場合

に おいて は、当 該併 設され る事業

所 の生活 相談員 、栄 養士又 は機能

訓 練指導 員につ いて は、当 該指定

地 域密着 型介護 老人 福祉施 設の 生

活 相談員 、栄養 士 若 しくは 管理栄

養 士又は 機能訓 練指 導員に より当

該 事業所 の利用 者の 処遇が 適切に

行 われる と認め られ るとき は、こ

れを置かないことができる。  

業 を行う 事業所 が併 設され る場合

に おいて は、当 該併 設され る事業

所 の生活 相談員 、栄 養士又 は機能

訓 練指導 員につ いて は、当 該指定

地 域密着 型介護 老人 福祉施 設の生

活 相談員 、栄養 士又 は機能 訓練指

導 員によ り当該 事業 所の利 用者の

処 遇が適 切に行 われ ると認 められ

る ときは 、これ を置 かない ことが

できる。  

１４～１７  （略）  １４～１７  （略）  

（ 指定地 域密着 型介 護老人 福祉施

設入所者生活介護の取扱方針）  

（ 指定地 域密着 型介 護老人 福祉施

設入所者生活介護の取扱方針）  

第１８４条  （略）  第１８４条  （略）  

２～５  （略）  ２～５  （略）  

６  指定地域密着型介護老人福祉施

設 は、身 体的拘 束等 の適正 化を図

る ため、 次に掲 げる 措置を 講じな

ければならない。  

６  指定地域密着型介護老人福祉施

設 は、身 体的拘 束等 の適正 化を図

る ため、 次に掲 げる 措置を 講じな

ければならない。  

（ １）  身体的 拘束 等の適 正化の

た め の 対 策 を 検 討 す る 委 員 会

（ テ レ ビ 電 話 装 置 等 を 活 用 し て

行うことができるものとする。）

を ３ か 月 に １ 回 以 上 開 催 す る と

と も に 、 そ の 結 果 に つ い て 、 介

護 職 員 そ の 他 の 従 業 者 に 周 知 徹

底を図ること。  

（ １）  身体的 拘束 等の適 正化の

た め の 対 策 を 検 討 す る 委 員 会 を

３ か 月 に １ 回 以 上 開 催 す る と と

も に 、 そ の 結 果 に つ い て 、 介 護

職 員 そ の 他 の 従 業 者 に 周 知 徹 底

を図ること。  

（２）・（３）  （略）  （２）・（３）  （略）  

７  （略）  ７  （略）  

（ 地域密 着型施 設サ ービス 計画の

作成）  

（ 地域密 着型施 設サ ービス 計画の

作成）  

第１８５条  （略）  第１８５条  （略）  

２～５  （略）  ２～５  （略）  

６  計画担当介護支援専門員は、サ

ー ビス担 当者会 議（ 入所者 に対す

る 指定地 域密着 型介 護老人 福祉施

設 入所者 生活介 護の 提供に 当たる

他 の担当 者（以 下こ の条に おいて

「担当者」という。）を招集して行

う 会議（ テレビ 電話 装置等 を活用

し て 行 う こ と が で き る も の と す

６  計画担当介護支援専門員は、サ

ー ビス担 当者会 議（ 入所者 に対す

る 指定地 域密着 型介 護老人 福祉施

設 入所者 生活介 護の 提供に 当たる

他 の担当 者（以 下こ の条に おいて

「担当者」という。）を招集して行

う 会議を いう。 以下 この章 におい

て同じ。）の開催、担当者に対する
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る 。ただ し、入 所者 又はそ の家族

（ 以 下 こ の 項 に お い て 「 入 所 者

等」という。）が参加する場合にあ

っ ては、 テレビ 電話 装置等 の活用

に ついて 当該入 所者 等の同 意を得

たものに限る。）をいう。以下この

章において同じ。）の開催、担当者

に 対する 照会等 によ り、当 該地域

密 着型施 設サー ビス 計画の 原 案の

内 容につ いて、 担当 者から 、専門

的 な見地 からの 意見 を求め るもの

とする。  

照 会等に より、 当該 地域密 着型施

設 サービ ス計画 の原 案の内 容につ

い て、担 当者か ら、 専門的 な見地

からの意見を求めるものとする。  

７～１２  （略）  ７～１２  （略）  

（機能訓練）  （機能訓練）  

第１９０条  （略）  第１９０条  （略）  

（栄養管理）  

第１９０条の２  指定地域密着型介

護 老人福 祉施設 は、 入所者 の栄養

状 態の維 持及び 改善 を図り 、自立

し た日常 生活を 営む ことが できる

よ う、各 入所者 の状 態に応 じた栄

養 管理を 計画的 に行 わなけ ればな

らない。  

 

（口腔
くう

衛生の管理）  

第１９０条の３  指定地域密着型介

護 老人福 祉施設 は、 入所者 の口 腔

の 健康の 保持を 図り 、自立 した日

常 生活を 営むこ とが できる よう、

口 腔衛生 の管理 体制 を整備 し、各

入 所者の 状態に 応じ た口 腔 衛生の

管 理を計 画的に 行わ なけれ ばなら

ない。  

 

（運営規程）  （運営規程）  

第１９５条  指定地域密着型介護老

人 福祉施 設は、 次に 掲げる 指定地

域 密着型 介護老 人福 祉施設 の運営

に ついて の重要 事項 に関す る規程

を定めておかなければならない。  

第１９５条  指定地域密着型介護老

人 福祉施 設は、 次に 掲げる 指定地

域 密着型 介護老 人福 祉施設 の運営

に ついて の重要 事項 に関す る規程

を定めておかなければならない。  

（１）～（７）  （略）  （１）～（７）  （略）  

（ ８）  虐待の 防止 のため の措置

に関する事項  

 

（９）  （略）  （８）  （略）  
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（勤務体制の確保等）  （勤務体制の確保等）  

第１９６条  （略）  第１９６条  （略）  

２  （略）  ２  （略）  

３  指定地域密着型介護老人福祉施

設 は、従 業者に 対し 、その 資質の

向 上のた めの研 修の 機会を 確保し

な ければ ならな い。 この場 合にお

い て、当 該指定 地域 密着型 介護老

人 福祉施 設は、 全て の従業 者（看

護 師、准 看護師 、介 護福祉 士、介

護 支援専 門員、 法第 ８条第 ２項に

規 定する 政令で 定め る者等 の資格

を 有する 者その 他こ れに類 する者

を除く。）に対し、認知症介護に係

る 基礎的 な研修 を受 講させ るため

に 必要な 措置を 講じ なけれ ばなら

ない。  

３  指定地域密着型介護老人福祉施

設 は、従 業者に 対し 、その 資質の

向 上のた めの研 修の 機会を 確保し

なければならない。  

４  指定地域密着型介護老人福祉施

設 は、適 切な指 定地 域密着 型介護

老 人福祉 施設入 所者 生活介 護の提

供 を確保 する観 点か ら、職 場にお

い て行わ れる性 的な 言動又 は優越

的 な関係 を背景 とし た言動 であっ

て 業務上 必要か つ相 当な範 囲を超

え たもの により 従業 者の就 業環境

が 害され ること を防 止する ための

方 針の明 確化等 の必 要な措 置を講

じなければならない。  

 

（衛生管理等）  （衛生管理等）  

第１９８条  （略）  第１９８条  （略）  

２  指定地域密着型介護老人福祉施

設 は、当 該指定 地域 密着型 介護老

人 福祉施 設にお いて 感染症 又は食

中 毒が発 生し、 又は まん延 しない

よ うに、 次に掲 げる 措置を 講じな

ければならない。  

２  指定地域密着型介護老人福祉施

設 は、当 該指定 地域 密着型 介護老

人 福祉施 設にお いて 感染症 又は食

中 毒が発 生し、 又は まん延 しない

よ うに、 次に掲 げる 措置を 講じな

ければならない。  

（ １）  当該指 定地 域密着 型介護

老 人 福 祉 施 設 に お け る 感 染 症 及

び 食 中 毒 の 予 防 及 び ま ん 延 の 防

止 の た め の 対 策 を 検 討 す る 委 員

会 （ テ レ ビ 電 話 装 置 等 を 活 用 し

て 行 う こ と が で き る も の と す

（ １）  当該指 定地 域密着 型介護

老 人 福 祉 施 設 に お け る 感 染 症 及

び 食 中 毒 の 予 防 及 び ま ん 延 の 防

止 の た め の 対 策 を 検 討 す る 委 員

会 を お お む ね ３ か 月 に １ 回 以 上

開 催 す る と と も に 、 そ の 結 果 に
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る。）をおおむね３か月に１回以

上 開 催 す る と と も に 、 そ の 結 果

に つ い て 、 介 護 職 員 そ の 他 の 従

業者に周知徹底を図ること。  

つ い て 、 介 護 職 員 そ の 他 の 従 業

者に周知徹底を図ること。  

（２）  （略）  （２）  （略）  

（ ３）  当該指 定地 域密着 型介護

老 人 福 祉 施 設 に お い て 、 介 護 職

員 そ の 他 の 従 業 者 に 対 し 、 感 染

症 及 び 食 中 毒 の 予 防 及 び ま ん 延

の 防 止 の た め の 研 修 並 び に 感 染

症 の 予 防 及 び ま ん 延 の 防 止 の た

め の 訓 練 を 定 期 的 に 実 施 す る こ

と。  

（ ３）  当該指 定地 域密着 型介護

老 人 福 祉 施 設 に お い て 、 介 護 職

員 そ の 他 の 従 業 者 に 対 し 、 感 染

症 及 び 食 中 毒 の 予 防 及 び ま ん 延

の 防 止 の た め の 研 修 を 定 期 的 に

実施すること。  

（４）  （略）  （４）  （略）  

（ 事故発 生の防 止及 び発生 時の対

応）  

（ 事故発 生の防 止及 び発生 時の対

応）  

第２０２条  指定地域密着型介護老

人 福祉施 設は、 事故 の発生 又はそ

の 再発を 防止す るた め、次 に定め

る措置を講じなければならない。  

第２０２条  指定地域密着型介護老

人 福祉施 設は、 事故 の発生 又はそ

の 再発を 防止す るた め、次 に定め

る措置を講じなければならない。  

（１）・（２）  （略）  （１）・（２）  （略）  

（ ３）  事故発 生の 防止の ための

委 員 会 （ テ レ ビ 電 話 装 置 等 を 活

用 し て 行 う こ と が で き る も の と

する。）及び従業者に対する研修

を定期的に行うこと。  

（ ３）  事故発 生の 防止の ための

委 員 会 及 び 従 業 者 に 対 す る 研 修

を定期的に行うこと。  

（ ４）  前３号 に掲 げる措 置を適

切 に 実 施 す る た め の 担 当 者 を 置

くこと。  

 

２～４  （略）  ２～４  （略）  

（準用）  （準用）  

第２０４条  第９条、第１０条、第

１ ２条、 第１３ 条、 第２２ 条、第

２ ８ 条 、 第 ３ ２ 条 の ２ 、 第 ３ ４

条 、第３ ６条、 第３ ８条 、 第４０

条 の２、 第４１ 条、 第６９ 条、第

７ ３条及 び第７ ５条 第１項 から第

４ 項まで の規定 は、 指定地 域密着

型 介護老 人福祉 施設 につい て準用

す る。こ の場合 にお いて、 第９条

第 １項中 「第３ １条 に規定 する運

営 規程」 とある のは 「第１ ９５条

第２０４条  第９条、第１０条、第

１ ２条、 第１３ 条、 第２２ 条、第

２ ８条、 第３４ 条、 第３６ 条、第

３ ８条、 第４１ 条、 第 ６９ 条、第

７ ３条及 び第７ ５条 第１項 から第

４ 項まで の規定 は、 指定地 域密着

型 介護老 人福祉 施設 につい て準用

す る。こ の場合 にお いて、 第９条

第 １項中 「第３ １条 に規定 する運

営 規程」 とある のは 「第１ ９５条

に 規 定 す る 重 要 事 項 に 関 す る 規
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に 規 定 す る 重 要 事 項 に 関 す る 規

程 」と、 同項、 第３ ２条の ２第２

項 、第３ ４条第 １項 、第３ ５条並

び に第４ ０条の ２第 １号及 び第３

号 中「定 期巡回 ・随 時対応 型訪問

介 護看護 従業者 」と ある の は「従

業 者」と 、第１ ３条 第１項 中「指

定 定期巡 回・随 時対 応型訪 問介護

看護の提供の開始に際し、」とある

の は「入 所の際 に」 と、同 条第２

項 中「指 定居宅 介護 支援が 利用者

に 対して 行われ てい ない等 の場合

で あって 必要と 認め るとき は、要

介 護認定 」とあ るの は「要 介護認

定 」と、 第６９ 条第 ２項中 「この

節 」とあ るのは 「第 ９章第 ４節」

と 、第７ ５条第 １項 中「地 域密着

型 通所介 護につ いて 知見を 有する

者 」とあ るのは 「地 域密着 型介護

老 人福祉 施設入 所者 生活介 護につ

い て 知 見 を 有 す る 者 」 と 、「 ６ か

月 」とあ るのは 「２ か月」 と読み

替えるものとする。  

程」と、「定期巡回・随時対応型訪

問 介 護 看 護 従 業 者 」 と あ る の は

「 従業者 」と、 第１ ３条第 １項中

「 指定定 期巡回 ・随 時対応 型訪問

介護看護の提供の開始に際し、」と

あ るのは 「入所 の際 に」と 、同条

第 ２項中 「指定 居宅 介護支 援が利

用 者に対 して行 われ ていな い等の

場 合 で あ っ て 必 要 と 認 め る と き

は 、要介 護認定 」と あるの は「要

介 護認定 」と 、 第３ ４条中 「定期

巡 回・随 時対応 型訪 問介護 看護従

業 者」と あるの は「 従業者 」と 、

第 ６９条 第２項 中「 この節 」とあ

るのは「第９章第４節」と、第７５

条 第１項 中「地 域密 着型通 所介護

に ついて 知見を 有す る者」 とある

の は「地 域密着 型介 護老人 福祉施

設 入所者 生活介 護に ついて 知見を

有する者」と、「６か月」とあるの

は 「２か 月」と 読み 替える ものと

する。  

（設備）  （設備及び備品等）  

第２０７条  ユニット型指定地域密

着 型介護 老人福 祉施 設の設 備の基

準は、次のとおりとする。  

第２０７条  ユニット型指定地域密

着 型介護 老人福 祉施 設の設 備の基

準は、次のとおりとする。  

（１）  ユニット  （１）  ユニット  

ア  居室  ア  居室  

（ア）  （略）  （ア）  （略）  

（イ）  居室は、いずれかのユ

ニットに属するものとし、当

該ユニットの共同生活室に近

接して一体的に設けること。

ただし、一のユニットの入居

定員は、原則としておおむね

１０人以下とし、１５人を超

えないものとする。  

（イ）  居室は、いずれかのユ

ニットに属するものとし、当

該ユニットの共同生活室に近

接して一体的に設けること。

ただし、一のユニットの入居

定員は、おおむね１０人以下

としなければならない。  

（ ウ ）  一 の 居 室 の 床 面 積 等

は、１０．６５平方メートル

以 上 と す る こ と 。 た だ し 、

（ア）ただし書の場合にあっ

（ ウ ）  一 の 居 室 の 床 面 積 等

は、次のいずれかを満たすこ

と。  
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ては、２１．３平方メートル

以上とすること。  

 a  １ ０ ． ６ ５ 平 方 メ ー ト ル

以上とすること。ただし、

（ア）ただし書の場合にあ

っては、２１．３平方メー

トル以上とすること。  

 b  ユ ニ ッ ト に 属 さ な い 居 室

を 改 修 し た も の に つ い て

は、入居者同士の視線の遮

断 の 確 保 を 前 提 に し た 上

で、居室を隔てる壁につい

て、天井との間に一定の隙

間が生じていても差し支え

ない。  

（エ）  （略）  （エ）  （略）  

イ～エ  （略）  イ～エ  （略）  

（２）～（５）  （略）  （２）～（５）  （略）  

２  （略）  ２  （略）  

（ 指定地 域密着 型介 護老人 福祉施

設入所者生活介護の取扱方針）  

（ 指定地 域密着 型介 護老人 福祉施

設入所者生活介護の取扱方針）  

第２０９条  （略）  第２０９条  （略）  

２～７  （略）  ２～７  （略）  

８  ユニット型指定地域密着型介護

老 人福祉 施設は 、身 体的拘 束等の

適 正化を 図るた め、 次に掲 げる措

置を講じなければならない。  

８  ユニット型指定地域密着型介護

老 人福祉 施設は 、身 体的拘 束等の

適 正化を 図るた め、 次に掲 げる措

置を講じなければならない。  

（ １）  身体的 拘束 等の適 正化の

た め の 対 策 を 検 討 す る 委 員 会

（ テ レ ビ 電 話 装 置 等 を 活 用 し て

行うことができるものとする。）

を ３ か 月 に １ 回 以 上 開 催 す る と

と も に 、 そ の 結 果 に つ い て 、 介

護 職 員 そ の 他 の 従 業 者 に 周 知 徹

底を図ること。  

（ １）  身体的 拘束 等の適 正化の

た め の 対 策 を 検 討 す る 委 員 会 を

３ か 月 に １ 回 以 上 開 催 す る と と

も に 、 そ の 結 果 に つ い て 、 介 護

職 員 そ の 他 の 従 業 者 に 周 知 徹 底

を図ること。  

（２）・（３）  （略）  （２）・（３）  （略）  

９  （略）  ９  （略）  

（運営規程）  （運営規程）  

第２１３条  ユニット型指定地域密

着 型介護 老人福 祉施 設は、 次に掲

げ るユニ ット型 指定 地域密 着型介

第２１３条  ユニット型指定地域密

着 型介護 老人福 祉施 設は、 次に掲

げ るユニ ット型 指定 地域密 着型介
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護 老人福 祉施設 の運 営につ いての

重 要事項 に関す る規 程を定 めてお

かなければならない。  

護 老人福 祉施設 の運 営につ いての

重 要事項 に関す る規 程を定 めてお

かなければならない。  

（１）～（８）  （略）  （１）～（８）  （略）  

（ ９）  虐待の 防止 のため の措置

に関する事項  

 

（１０）  （略）  （９）  （略）  

（勤務体制の確保等）  （勤務体制の確保等）  

第２１４条  （略）  第２１４条  （略）  

２・３  （略）  ２・３  （略）  

４  ユニット型指定地域密着型介護

老 人福祉 施設は 、従 業者に 対し、

そ の資質 の向上 のた めの研 修の機

会 を確保 しなけ れば ならな い。 こ

の 場合に おいて 、当 該ユニ ット型

指 定地域 密着型 介護 老人福 祉施設

は 、全て の従業 者（ 看護師 、准看

護 師、介 護福祉 士、 介護支 援専門

員 、法第 ８条の ２に 規定す る政令

で 定める 者等の 資格 を有す る者そ

の他これに類する者を除く。）に対

し 、認知 症介護 に係 る基礎 的な研

修 を受講 させる ため に必要 な措置

を講じなければならない。  

４  ユニット型指定地域密着型介護

老 人福祉 施設は 、従 業者に 対し、

そ の資質 の向上 のた めの研 修の機

会を確保しなければならない。  

５  ユニット型指定地域密着型介護

老 人福祉 施設は 、適 切な指 定地域

密 着型介 護老人 福祉 施設入 所者生

活 介 護 の 提 供 を 確 保 す る 観 点 か

ら 、職場 におい て行 われる 性的な

言 動又は 優越的 な関 係を背 景とし

た 言動で あって 業務 上必要 かつ相

当 な範囲 を超え たも のによ り従業

者 の就業 環境が 害さ れるこ とを防

止 するた めの方 針の 明確化 等の必

要 な 措 置 を 講 じ な け れ ば な ら な

い。  

 

（準用）  （準用）  

第２１６条  第９条、第１０条、第

１ ２条、 第１３ 条、 第２２ 条、第

２ ８ 条 、 第 ３ ２ 条 の ２ 、 第 ３ ４

条 、第３ ６条、 第３ ８条 、 第４０

条 の２、 第４１ 条、 第６９ 条、第

第２１６条  第９条、第１０条、第

１ ２条、 第１３ 条、 第２２ 条、第

２ ８条、 第３４ 条、 第３６ 条、第

３ ８条、 第４１ 条、 第６９ 条、第

７ ３条、 第７５ 条第 １項か ら第４
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７ ３条、 第７５ 条第 １項か ら第４

項 まで、 第１８ ０条 から第 １８２

条 ま で 、 第 １ ８ ５ 条 、 第 １ ８ ８

条 、第１ ９０条 から 第１９ ４条ま

で 及び第 １９８ 条か ら第２ ０３条

ま での規 定は、 ユニ ット型 指定地

域 密着型 介護老 人福 祉施設 につい

て 準用す る。こ の場 合にお いて、

第 ９条第 １項中 「第 ３１条 に規定

す る 運 営 規 程 」 と あ る の は 「 第

２ １３条 に規定 する 重要事 項に関

す る規程 」と、 同項 、第３ ２条の

２第２項、第３４条第１項、第３５

条 並びに 第４０ 条の ２第１ 号及び

第 ３号中 「定期 巡回 ・随時 対応型

訪 問介護 看護従 業者 」とあ るのは

「 従業者 」と、 第１ ３条第 １項中

「 指定定 期巡回 ・随 時対応 型訪問

介護看護の提供の開始に際し、」と

あ るのは 「入居 の際 に」と 、同条

第 ２項中 「指定 居宅 介護支 援が利

用 者に対 して行 われ ていな い等の

場 合 で あ っ て 必 要 と 認 め る と き

は 、要介 護認定 」と あるの は「要

介 護認定 」と、 第６ ９条第 ２項中

「 この節 」とあ るの は「第 １０章

第 ５ 節 」 と 、 第 ７ ５ 条 第 １ 項 中

「 地域密 着型通 所介 護につ いて知

見 を有す る者」 とあ るのは 「地域

密 着型介 護老人 福祉 施設入 所者生

活 介護に ついて 知見 を有す る者」

と 、「 ６ か 月 」 と あ る の は 「 ２ か

月 」と、 第１９ ４条 中「第 １８５

条 」とあ るのは 「第 ２１６ 条にお

い て準用 する第 １８ ５条」 と、同

条 第５号 中「第 １８ ４条第 ５項」

と あるの は「第 ２０ ９条第 ７項」

と 、同条 第６号 中「 第２０ ４条」

と あるの は「第 ２１ ６条」 と、同

条 第７号 中「第 ２０ ２条第 ３項」

と あるの は「第 ２１ ６条に おいて

準 用する 第２０ ２条 第３ 項 」と、

第 ２ ０ ３ 条 第 ２ 項 第 ２ 号 中 「 第

項 まで、 第１８ ０条 から第 １８２

条 ま で 、 第 １ ８ ５ 条 、 第 １ ８ ８

条 、第１ ９０条 から 第１９ ４条ま

で 及び第 １９８ 条か ら第 ２ ０３条

ま での規 定は、 ユニ ット型 指定地

域 密着型 介護老 人福 祉施設 につい

て 準用す る。こ の場 合にお いて、

第 ９条第 １項中 「第 ３１条 に規定

す る 運 営 規 程 」 と あ る の は 「 第

２ １３条 に規定 する 重要事 項に関

する規程」と、「定期巡回・随時対

応 型訪問 介護看 護従 業者」 とある

の は「従 業者」 と、 第１３ 条第１

項 中「指 定定期 巡回 ・随時 対応型

訪 問 介 護 看 護 の 提 供 の 開 始 に 際

し 、」 と あ る の は 「 入 居 の 際 に 」

と 、同条 第２項 中「 指定居 宅介護

支 援が利 用者に 対し て行わ れてい

な い等の 場合で あっ て必要 と認め

る ときは 、要介 護認 定」と あるの

は 「要介 護認定 」と 、第３ ４条及

び 第３５ 条中「 定期 巡回・ 随時対

応 型訪問 介護看 護従 業者」 とある

の は「従 業者」 と 、 第６９ 条第２

項中「この節」とあるのは「第１０

章 第５節 」と、 第７ ５条第 １項中

「 地域密 着型通 所介 護につ いて知

見 を有す る者」 とあ るのは 「地域

密 着型介 護老人 福祉 施設入 所者生

活 介護に ついて 知見 を有す る者」

と 、「６ か月」 とあ るのは 「２か

月 」と、 第 １９ ４条 中「第 １８５

条 」とあ るのは 「第 ２１６ 条にお

い て準用 する第 １８ ５条」 と、同

条 第５号 中「第 １８ ４条第 ５項」

と あるの は「第 ２０ ９条第 ７項」

と 、同条 第 ６号 中「 第２０ ４条」

と あるの は「第 ２１ ６条」 と、同

条 第７号 中「第 ２０ ２条第 ３項」

と あるの は「第 ２１ ６条に おいて

準 用する 第２０ ２条 第３項 」と、

第 ２ ０ ３ 条 第 ２ 項 第 ２ 号 中 「 第

１ ８２条 第２項 」と あるの は「第
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１ ８２条 第２項 」と あるの は「第

２１６条において準用する第１８２

条 第２項 」と、 同項 第３号 中「第

１ ８４条 第５項 」と あるの は「第

２ ０９条 第７項 」と 、同項 第４号

及 び第５ 号中「 次条 」とあ るのは

「 第２１ ６条」 と、 同項第 ６号中

「 前 条 第 ３ 項 」 と あ る の は 「 第

２ １６条 におい て準 用する 前条第

３項」と読み替えるものとする。  

２１６条において準用する第１８２

条 第２項 」と、 同項 第３号 中「第

１ ８４条 第５項 」と あるの は「第

２ ０９条 第７項 」と 、同項 第４号

及 び第５ 号中「 次条 」とあ るのは

「 第２１ ６条」 と、 同項第 ６号中

「 前 条 第 ３ 項 」 と あ る の は 「 第

２ １６条 におい て準 用する 前条第

３項」と読み替えるものとする。  

（従業者の員数等）  （従業者の員数等）  

第２１８条  （略）  第２１８条  （略）  

２～１０  （略）  ２～１０  （略）  

１１  指定看護小規模多機能型居宅

介 護事業 者は、 登録 者に係 る居宅

サ ービス 計画及 び看 護小規 模多機

能 型居宅 介護計 画の 作成に 専ら従

事 する介 護支援 専門 員を置 かなけ

れ ばなら ない。 ただ し、当 該介護

支 援専門 員は、 利用 者の処 遇に支

障 がない 場合は 、当 該指定 看護小

規 模多機 能型居 宅介 護事業 所の他

の 職務に 従事し 、又 は当該 指定看

護 小規模 多機能 型居 宅介護 事業所

に 併設す る第７ 項 各 号に掲 げる施

設 等の職 務に従 事す ること ができ

る。  

１１  指定看護小規模多機能型居宅

介 護事業 者は、 登録 者に係 る居宅

サ ービス 計画及 び看 護小規 模多機

能 型居宅 介護計 画の 作成 に 専ら従

事 する介 護支援 専門 員を置 かなけ

れ ばなら ない。 ただ し、当 該介護

支 援専門 員は、 利用 者の処 遇に支

障 がない 場合は 、当 該指定 看護小

規 模多機 能型居 宅介 護事業 所の他

の 職務に 従事し 、又 は当該 指定看

護 小規模 多機能 型居 宅介護 事業所

に 併設す る 前項 各号 に掲げ る施設

等 の 職 務 に 従 事 す る こ と が で き

る。  

１２～１４  （略）  １２～１４  （略）  

（準用）  （準用）  

第２２９条  第９条から第１３条ま

で 、第２ ０条、 第２ ２条、 第２８

条 、第３ ２条の ２ 、 第３４ 条から

第３８条まで、第４０条から第４１

条 まで、 第６９ 条、 第７１ 条、 第

７ ４条、 第７５ 条、 第１１ ６条か

ら 第１１ ９条ま で、 第１２ ２条か

ら 第１２ ４条 ま で、 第１２ ６条、

第 １２７ 条及び 第 １ ２９条 から第

１ ３４条 までの 規定 は、指 定看護

小 規模多 機能型 居宅 介護の 事業に

つ いて準 用する 。こ の場合 におい

て 、第９ 条第１ 項中 「第３ １条に

第２２９条  第９条から第１３条ま

で 、第２ ０条、 第２ ２条、 第２８

条 、第３ ４条か ら第 ３８条 まで、

第 ４０条 、第４ １条 、第６ ９条、

第 ７１条 、第７ ４条 、第７ ５条、

第 １１６ 条から 第１ １９条 まで、

第 １２２ 条から 第１ ２４条 まで、

第 １ ２ ６ 条 、 第 １ ２ ７ 条 及 び 第

１ ２９条 から第 １３ ４条ま での規

定 は、指 定看護 小規 模多機 能型居

宅 介護の 事業に つい て準用 する。

こ の場合 におい て、 第９条 第１項

中 「 第 ３ １ 条 に 規 定 す る 運 営 規
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規 定 す る 運 営 規 程 」 と あ る の は

「 第２２ ９条に おい て準用 する第

１ ２９条 に規定 する 重要事 項に関

す る規程 」と、 同項 、第３ ２条の

２第２項、第３４条第１項、第３５

条 並びに 第４０ 条の ２第１ 号及び

第 ３号中 「定期 巡回 ・随時 対応型

訪 問介護 看護従 業者 」とあ るのは

「 看護小 規模多 機能 型居宅 介護従

業 者」と 、第６ ９条 第２項 中「こ

の 節」と あるの は「 第１０ 章第４

節 」と、 第７１ 条第 ３項及 び第４

項 並びに 第７４ 条第 ２項第 １号及

び 第３号 中「地 域密 着型通 所介護

従 業者」 とある のは 「看護 小規模

多 機能型 居宅介 護従 業者」 と、第

７ ５条第 １項中 「地 域密着 型通所

介 護につ いて知 見を 有する 者」と

あ るのは 「看護 小規 模多機 能型居

宅 介護に ついて 知見 を有す る者」

と 、「 ６ か 月 」 と あ る の は 「 ２ か

月 」 と 、「 活 動 状 況 」 と あ る の は

「 通いサ ービス 及び 宿泊サ ービス

の 提供回 数等の 活動 状況」 と、第

１ １ ６ 条 中 「 第 １ １ １ 条 第 １ ２

項」とあるのは「第２１８条第１３

項 」と、 第１１ ８条 及び第 １２６

条 中「小 規模多 機能 型居宅 介護従

業 者」と あるの は「 看護小 規模多

機 能 型 居 宅 介 護 従 業 者 」 と 、 第

１ ３４条 中「第 １１ １条第 ６項」

と あるの は「第 ２１ ８条第 ７項各

号」と読み替えるものとする。  

程 」とあ るのは 「第 ２２９ 条にお

い て準用 する第 １２ ９条に 規定す

る重要事項に関する規程」と、「定

期 巡回・ 随時対 応型 訪問介 護看護

従 業者」 とある のは 「看護 小規模

多 機能型 居宅介 護従 業者」 と 、第

３ ４ 条 及 び 第 ３ ５ 条 中 「 定 期 巡

回 ・随時 対応型 訪問 介護看 護従業

者 」とあ るのは 「看 護小規 模多機

能 型居宅 介護従 業者 」と 、 第６９

条 第２項 中「こ の節 」とあ るのは

「 第１０ 章第４ 節」 と、 第 ７１条

中 「地域 密着型 通所 介護従 業者」

と あるの は「看 護小 規模多 機能型

居 宅介護 従業者 」と 、第７ ５条第

１ 項中「 地域密 着型 通所介 護につ

い て知見 を有す る者 」とあ るのは

「 看護小 規模多 機能 型居宅 介護に

ついて知見を有する者」と、「６か

月」とあるのは「２か月」と、「活

動 状況」 とある のは 「通い サービ

ス 及び宿 泊サー ビス の提供 回数等

の 活 動 状 況 」 と 、 第 １ １ ６ 条 中

「 第１１ １条第 １２ 項」と あるの

は 「第２ １８条 第１ ３項」 と、第

１ １８条 及び第 １２ ６条中 「小規

模 多機能 型居宅 介護 従業者 」とあ

る のは「 看護小 規模 多機能 型居宅

介 護 従 業 者 」 と 、 第 １ ３ ４ 条 中

「 第１１ １条第 ６項 」とあ るのは

「 第２１ ８条第 ７項 各号」 と読み

替えるものとする。  

第１１章  雑則  

（電磁的記録等）  

第２３０条  指定地域密着型サービ

ス 事業者 及び指 定地 域密着 型サー

ビ スの提 供に当 たる 者は、 作成、

保 存その 他これ らに 類する ものの

う ち、こ の条例 の規 定にお いて書

面 （書面 、書類 、文 書、謄 本、抄

本 、 正 本 、 副 本 、 複 本 そ の 他 文

字 、図形 等人の 知覚 によっ て認識
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す ること ができ る情 報が記 載され

た 紙その 他の有 体物 をいう 。以下

この条において同じ。）で行うこと

が 規定さ れてい る又 は想定 される

も の （ 第 １ ２ 条 第 １ 項 （ 第 ５ ９

条 、第７ ８条 、 第７ ８条の ３、第

９ ６ 条 、 第 １ ０ ９ 条 、 第 １ ３ ６

条 、第１ ５６条 、第 １７６ 条、第

２ ０４条 、第 ２ １６ 条及び 前条に

おいて準用する場合を含む。）、第

１ ４３条 第１項 、第 １６３ 条第１

項及び第１８２条第１項（第２１６

条において準用する場合を含む。）

並 び に 次 項 に 規 定 す る も の を 除

く。）については、書面に代えて、

当 該書面 に係る 電磁 的記録 （電子

的 方式、 磁気的 方式 その他 人の知

覚 によっ ては認 識す ること ができ

な い 方 式 で 作 ら れ る 記 録 で あ っ

て 、電子 計算機 によ る情報 処理の

用に供されるものをいう。）により

行うことができる。  

２  指定地域密着型サービス事業者

及 び指定 地域密 着型 サービ スの提

供 に当た る者は 、交 付、説 明、同

意 、承諾 、締結 その 他これ らに類

す る も の （ 以 下 「 交 付 等 」 と い

う。）のうち、この条例の規定にお

い て書面 で行う こと が規定 されて

い る又は 想定さ れる ものに ついて

は 、当該 交付等 の相 手方の 承諾を

得 て、書 面に代 えて 、電磁 的方法

（ 電子的 方法、 磁気 的方法 その他

人 の知覚 によっ て認 識する ことが

できない方法をいう。）によること

ができる。  

（委任）  

第２３１条  この条例に定めるもの

の ほか必 要な事 項は 、市長 が別に

定める。  

  

附  則  
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 この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

  令和３年２月２４日提出  

             埼玉県羽生市長  河  田  晃  明    

 


